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 年 月 事　項

昭和 26年 4月 日本開発銀行（以下「開銀」）設立
昭和 27年  開銀：大阪（現関西）、札幌（現北海道）、名古屋（現東海）、福岡（現九州）の各支店を開設
昭和 31年 6月 北海道開発公庫設立
昭和 32年 4月  北海道開発公庫、北海道東北開発公庫（以下「北東公庫」）に改組、札幌（現北海道）、仙台（現東北）

の各支店を開設
昭和 35年  開銀：高松支店（現四国支店）を開設
昭和 36年  開銀：広島（現中国）、金沢（現北陸）の各支店を開設
昭和 37年 4月 開銀：ニューヨーク駐在員事務所を開設
昭和 38年  開銀：鹿児島（平成11年10月より南九州支店）、松江の各事務所を開設
昭和 39年 7月 開銀：ロンドン駐在員事務所を開設
昭和 47年 1月 北東公庫：新潟事務所（平成元年7月より新潟支店）を開設
昭和 60年 6月 日本開発銀行法を改正
   1）出資機能を追加（研究開発、都市開発またはエネルギー利用等に係る事業で政令で定めるもの）
   2）研究開発資金融資機能を追加
昭和 62年 9月 開銀および北東公庫：NTT株売払収入を財源とする無利子貸付制度創設
平成 元年  開銀：大分、松山、岡山、富山の各事務所を開設
   北東公庫：函館、青森の各事務所を開設
平成 7年 2月 開銀：震災復旧融資開始
平成 9年 9月 「特殊法人等の整理合理化について」閣議決定
   （開銀および北東公庫を廃止し、新銀行に統合することが決定される）
平成 9年 12月 開銀および北東公庫：金融環境対応融資開始（平成12年度末までの時限的措置）
平成 11年 6月 日本政策投資銀行法（平成11年法律第73号）成立
平成 11年 10月 開銀と北東公庫の一切の権利・義務を承継し、日本政策投資銀行設立
   地域振興整備公団および環境事業団の融資業務を引き継ぐ
   釧路事務所、シンガポール駐在員事務所を開設
平成 14年 5月 日本政策投資銀行法を改正（金融庁による立入検査の導入を追加）
平成 17年 12月 「行政改革の重要方針」閣議決定
平成 18年 5月 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）成立
平成 18年 6月 「政策金融改革に係る制度設計」が政策金融改革推進本部にて決定
平成 19年 6月 株式会社日本政策投資銀行法（平成19年法律第85号）成立

 年 月 事　項

平成 20年 10月 株式会社日本政策投資銀行設立（資本金1兆円）
平成 20年 12月 DBJ Singapore Limited開業
平成 21年 6月 株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律（平成21年法律第67号）成立
平成 21年 9月 資本金を1兆1,032億32百万円に増資
平成 21年 11月 DBJ Europe Limited開業
平成 22年 3月 資本金を1兆1,811億94百万円に増資
平成 23年 5月  株式会社日本政策投資銀行法の一部改正等（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び

助成に関する法律（平成23年法律第40号）成立によるもの）
平成 23年 12月 資本金を1兆1,873億64百万円に増資
平成 24年 3月 資本金を1兆1,877億88百万円に増資
平成 24年 6月 資本金を1兆1,983億16百万円に増資
平成 24年 12月 資本金を1兆2,069億53百万円に増資
平成26年 6月 政投銀投資諮詢（北京）有限公司（旧 政投銀日亜投資諮詢（北京）有限公司）を完全子会社化
平成27年 5月 株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律（平成27年法律第23号）成立
平成27年  8月 資本金の額を2,065億2,900万円減少し、その減少額全額を危機対応準備金として計上

日本開発銀行、北海道東北開発公庫、日本政策投資銀行

株式会社日本政策投資銀行

沿革
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代表取締役社長

柳　　正憲　（やなぎ　まさのり）
代表取締役副社長

木下　康司　（きのした　やすし）
代表取締役副社長

渡辺　　一　（わたなべ　はじめ）
取締役常務執行役員

菊池　　伸　（きくち　しん）
経営企画部、情報企画部、管理部担当

取締役常務執行役員

大石　英生　（おおいし　ひでお）
業務企画部、金融法人部、国際統括部、設備投資研究所担当

取締役常務執行役員

榎本　直樹　（えのもと　なおき）
財務部、シンジケーション・クレジット業務部、環境・CSR部担当

取締役常務執行役員

富井　　聡　（とみい　さとし）
企業ファイナンス部、企業投資部担当

取締役常務執行役員

福田　健吉　（ふくだ　けんきち）
審査部、経理部、産業調査部（ソリューション企画室を除く）担当

取締役（社外）

三村　明夫　（みむら　あきお）
取締役（社外）

植田　和男　（うえだ　かずお）

常勤監査役

小柳　　治　（こやなぎ　おさむ）
常勤監査役

栗原　美津枝　（くりはら　みつえ）
常勤監査役（社外）

坪井　達也　（つぼい　たつや）
監査役（社外）

伊藤　　眞　（いとう　まこと）
監査役（社外）

八田　進二　（はった　しんじ）

常務執行役員
廣實　郁郎　（ひろざね　いくろう）
企業金融第５部担当

常務執行役員
髙橋　宏輔　（たかはし　こうすけ）
都市開発部、アセットファイナンス部、企業金融第３部担当

常務執行役員
関根　久修　（せきね　ひさのぶ）
企業金融第6部、北海道支店、東北支店、新潟支店担当

常務執行役員
海津　尚夫　（かいづ　たかお）
リスク統括部、法務・コンプライアンス部担当

常務執行役員
穴山　　眞　（あなやま　まこと）
企業金融第1部、企業金融第2部、産業調査部（ソリューション企画室）
担当

常務執行役員
地下　誠二　（じげ　せいじ）
地域企画部、ストラクチャードファイナンス部、北陸支店、東海支店、
九州支店、南九州支店、特命事項（資本政策等）担当

常務執行役員
篠部　武嗣　（しのべ　たけつぐ）
企業金融第４部担当

常務執行役員（関西支店長）
池田　良直　（いけだ　よしなお）
関西支店、中国支店、四国支店担当

執行役員（金融法人担当）
相澤　雅文　（あいざわ　まさふみ）
執行役員企業戦略部長
山本　貴之　（やまもと　たかゆき）
執行役員人事部長
津田　雅之　（つだ　まさゆき）
執行役員企業投資部長
桐山　　毅　（きりやま　たけし）
執行役員（内部監査担当）
皆川　一志　（みなかわ　かずし）
執行役員経営企画部長
杉元　宣文　（すぎもと　のりふみ）
執行役員業務企画部長
清水　　博　（しみず　ひろし）

（注）1.  取締役 三村 明夫及び植田 和男は、会社法第２条第15号に定める社外取締
役です。

　　2.  監査役 坪井 達也、伊藤 眞及び八田 進二は、会社法第２条第16号に定める社
 外監査役です。

役員 （平成28年7月1日現在）
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経営会議

監査役室

取締役会株主総会

監査役／監査役会

審　査　部
法務・コンプライアンス部

業務企画部
金融法人部
都市開発部
国際統括部
企業金融第1部（担当業種：製造業等（電気機械等を除く））
企業金融第2部（担当業種：通信、電気機械、情報サービス、出版・印刷）

企業金融第4部（担当業種：海運、航空）
企業金融第5部（担当業種：電気、ガス、窯業土石、石油、紙・パルプ）
企業金融第6部（担当業種：成長企業、サービス関連産業）

東北支店
新潟支店
北陸支店
東海支店
関西支店
中国支店
四国支店
九州支店
南九州支店

北海道支店
東北復興・成長サポート室

熊本地震復興支援室

企業金融第3部（担当業種：食品製造、流通）

ヘルスケア室

秘　書　室
人　事　部

リスク統括部
情報企画部
管　理　部
経　理　部 資金業務管理室

経営企画部 広報・CSＲ室

財　務　部

監　査　部

事務所：函館、釧路、青森、富山、松江、岡山、松山、大分
海外駐在員事務所：ニューヨーク
海外現地法人：DBJ Singapore Limited、DBJ Europe Limited、政投銀投資諮詢（北京）有限公司

環境・CSR部
企業戦略部

地域企画部 ソリューション企画室
産業調査部 経済調査室

設備投資研究所 経営会計研究室

アセットファイナンス部
企業ファイナンス部
企業投資部
ストラクチャードファイナンス部
シンジケーション・クレジット業務部

投
資
本
部

業務監査委員会

アドバイザリー・
ボード

特 定 投 資 業 務
モニタリング・ボード

組織図 （平成28年7月1日現在）
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函館事務所 釧路事務所

青森事務所

富山事務所 

松江事務所 
岡山事務所 

松山事務所

大分事務所

本店

本店
支店（10カ所）
事務所（8カ所）

北海道支店 

東北支店

新潟支店 

北陸支店 

東海支店

関西支店

中国支店 

九州支店 

南九州支店

四国支店

ニューヨーク駐在員事務所 DBJ Europe Limited

DBJ Singapore Limited 

政投銀投資諮詢（北京）有限公司

海外駐在員事務所（1カ所）
海外現地法人（3カ所）

本支店・事務所等　所在地 （平成28年7月1日現在）
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東堀通

上大川前通

ラブラ万代 東
大
通

新潟駅

八千代橋 萬代橋
信濃川

第四銀行本店

メディアシップ

新潟中郵便局

中央ビルディング7F

APAホテル

柾
谷
小
路

新潟支店 新潟

〒951-8066 
新潟市中央区東堀前通 六番町 1058 番地 1
（中央ビルディング）
TEL 025-229-0711（代表）

北陸支店 金沢

〒920-0031
金沢市広岡３丁目１番１号
（金沢パークビル）
TEL 076-221-3211（代表）

本店 東京

〒100-8178 
東京都千代田区大手町 1丁目9番 6号
大手町フィナンシャルシティ サウスタワー
TEL 03-3270-3211（大代表）

北海道支店 札幌

〒060-0003
札幌市中央区北 3条西 4丁目1番地
（日本生命札幌ビル）
TEL 011-241-4111（代表）

地
下
鉄

さ
っ
ぽ
ろ
駅

至 小樽 至 千歳

東急百貨店アスティ45
北洋銀行

み
ず
ほ
銀
行

北海道庁
旧本庁舎

日本生命札幌ビル4F

札幌駅

（赤レンガ）

東北支店 仙台

〒980-0021
仙台市青葉区中央 1丁目6番 35号
（東京建物仙台ビル）
TEL 022-227-8181（代表）

広瀬通

中央通

さくら野
百貨店

アエル

アジュール
仙台

地
下
鉄
仙
台
駅

至 

盛
岡

至 

東
京

駅
前
通

愛
宕

上
杉
通

七十七銀行
本店

あおば通駅

地下鉄広瀬通駅

イオン

東京建物仙台ビル19F

仙
台
駅

ホテルオークラ新潟

金沢駅
至 福井 至 富山

至 福井 至 富山

金
石
街
道

国道8号

西口

北陸自動車道
け
や
き
通
り（
50
ｍ
道
路
）

金沢駅西広場

石川県庁
県立中央病院

北國銀行本店

金沢パークビル11F

千
代
田
線

大
手
町
駅

（
C
1
出
口
）

日
比
谷
通
り

至 

東
京

至 

神
田

J
R
線

経団連
会館

丸ノ内線
大手町駅
地下直結（A1）

NTT

大手町ビル

KDDI
ビル

星のや
東京

首都高速 神田橋ランプ

大手町
フィナンシャルシティ
ノースタワー

日本政策投資銀行（DBJ）
（大手町フィナンシャルシティ サウスタワー）

大手町
フィナンシャルシティ
グランキューブ

東京
サンケイビル

読売
新聞社

半蔵門線大手町駅
サンケイビル経由（E1）

入口

本支店・事務所等　照会先 （平成28年7月1日現在）
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広島袋町ビルディング12F

広島そごう
バスセンター

旧
広
島

市
民
球
場

平
和
記
念
公
園

本
通
駅

紙屋町駅

鯉
城
通
り

平和大通り

相生通り

広島電鉄

JR線

袋
町
駅

旧
日
銀

太
田
川

県庁

平和記念
資料館

原爆ドーム

広島駅

中国支店 広島

〒730-0036
広島市中区袋町 5番 25号
（広島袋町ビルディング）
TEL 082-247-4311（代表）

西
鉄 

福
岡
天
神
駅

地下鉄
天神駅

天神ビル2F

大丸

福岡市役所

福岡ビル
福岡パルコ 天神コア

三菱東京UFJ銀行

日本銀行

福岡銀行

中央
郵便局

フ
タ
タ

国体道路

明治通り

昭和通り

渡
辺
通
り

九州支店 福岡

〒810-0001
福岡市中央区天神 2丁目12番 1号
（天神ビル）
TEL 092-741-7734（代表）

東海支店 名古屋

〒450-6420 
名古屋市中村区名駅 3丁目28番 12号
（大名古屋ビルヂング）
TEL 052-589-6891（代表）

高松駅

百十四ビル14F
市役所

中央公園

玉藻公園
高松琴平電鉄

フ
ェ
リ
ー
通
り

中
央
通
り

高
松
築
港
駅

瓦
町
駅

菊池寛通り

国道11号

JR線

四国支店 高松

〒760-0050
高松市亀井町 5番地の1
（百十四ビル）
TEL 087-861-6677（代表）

みずほ銀行 淀屋橋
三井ビルディング13F

関西支店 大阪

〒541-0042 
大阪市中央区今橋 4丁目1番 1号
（淀屋橋三井ビルディング）
TEL 06-4706-6411（代表）

淀屋橋駅 北浜駅

淀
屋
橋
駅

北
浜
駅

日本銀行

新ダイビル

堂島川

土佐堀川

大阪市役所

日本生命保険

中央
公会堂

京阪本線
御堂筋線

堺
筋
線

四
ツ
橋
線

肥
後
橋
駅

阪神高速

大江橋駅

南九州支店 鹿児島

〒892-0842
鹿児島市東千石町 1番 38号
（鹿児島商工会議所ビル）
TEL 099-226-2666（代表）

鹿
児
島
市
電

鹿
児
島
本
線

文
化
通
り

天
文
館
通
り

二
官
橋
通
り

三
官
橋
通
り

イオン

鹿児島商工会議所ビル10F黄
金
通
り

高見橋駅

鹿児島
中央駅前駅

高見馬場駅 天文館駅加治屋町駅

甲
突
川

タカプラ

ナポリ通り

鹿児島
中央ビル

鹿
児
島
中
央
駅

淀屋橋三井ビルディング13F

名
古
屋
駅

大名古屋ビルヂング20FＪ
Ｒ
セ
ン
ト
ラ
ル

タ
ワ
ー
ズ

桜通り

錦通り

J
R
線

名
古
屋
国
際

セ
ン
タ
ー

国際センター駅

ミッドランド
スクエア

名古屋駅前
柳橋中央市場近

鉄 

名
古
屋
駅

名
鉄 

名
古
屋
駅

地
下
鉄 

名
古
屋
駅

名
古
屋
高
速
都
心
環
状
線

名
駅
通
り
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函館事務所 函館

〒040-0063
函館市若松町 14番 10号
（函館ツインタワー）
TEL 0138-26-4511（代表）

北
大
通

 市役所

釧路川 幣舞橋

北洋
日生ビル

釧路駅

道東経済センタービル５F

ロータリー

至 根室至 帯広

釧路事務所 釧路

〒085-0847
釧路市大町 1丁目1番 1号
（道東経済センタービル）
TEL 0154-42-3789（代表）

青森第一生命ビル4F

NTT

新町通り

消防
合同庁舎

県
警
本
部

柳
町
通
り

八
甲
通
り 旧

税
務
署
通
り

青
森
県
庁

青
森
地
裁

日
銀

国道4号線

青森市役所

青
森
駅

青森事務所 青森

〒030-0822
青森市中央 1丁目22番 8号
（青森第一生命ビル）
TEL 017-773-0911（代表）

至 金沢 至 長野・東京

県民会館
県庁 黄

金
通
り

富山駅

松川

市役所

城址公園

城
址
通
り

す
ず
か
け
通
り

富
山
市
電

COI 富山新桜町ビル4F

CIC ビル

北陸新幹線

富山事務所 富山

〒930-0005
富山市新桜町 6番 24号
（COI 富山新桜町ビル）
TEL 076-442-4711（代表）

松江センチュリービル8F

新大橋

県民会館
山陰中央ビル

日赤

松江
大橋

島根県市町村
振興センター

宍道湖
大橋

宍道湖

大橋川

京橋川

NHK

JR線

松江城

島根県庁

松江駅

松江事務所 松江

〒690-0887
松江市殿町 111番地
（松江センチュリービル）
TEL 0852-31-3211（代表）

郵便局前駅

桃太郎大通り岡山市電

NTTクレド岡山ビル12F

後楽園

岡山県庁岡山中央
郵便局

農業会館

柳
川
筋（
国
道
53
号
）

西
川
緑
道
公
園

市
役
所
筋 岡山城

岡
山
シ
ン
フ
ォ
ニ
ー
ホ
ー
ル

NTT
コミュニケー
ションズ

岡
山
駅

岡山事務所 岡山

〒700-0821
岡山市北区中山下 1丁目8番 45号
（NTTクレド岡山ビル）
TEL 086-227-4311（代表）

フィッシャーマンズ
ワーフMOO

函館
市役所

函館駅

函館ツインタワー10F

日銀

NTT

高砂通り

バス
ターミナル

函館
北洋ビル

国道5号線
市電函館駅前駅

棒二森屋
アネックス

棒二森屋
本館
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大分駅

大分恒和ビル2F

JR線

大
分
銀
行

中
央
郵
便
局

府内城址

県庁

市役所住友生命

トキハ

大分事務所 大分

〒870-0021
大分市府内町 3丁目4番 20号
（大分恒和ビル）
TEL 097-535-1411（代表）

松
山
駅

松山城

松山市駅
ジブラルタ生命松山ビル 4F

NHK

南堀端

西堀端

J
R
線

伊
予
鉄
道

国
道
56
号

大
手
町
駅

松山事務所 松山

〒790-0003
松山市三番町 7丁目1番 21号
（ジブラルタ生命松山ビル）
TEL 089-921-8211（代表）

済美高校

●ニューヨーク駐在員事務所
1251 Avenue of the Americas, Suite 830,  New York, NY 
10020, U.S.A.
Tel: +1-212-221-0708

●DBJ Singapore Limited
138 Market Street, #15-02 CapitaGreen, Singapore 
048946
Tel: +65-6221-1779

海外

福井相談センター
TEL 0776-36-5459
（電話は最寄りの北陸支店に転送されます。）

●DBJ Europe Limited
Level 20, 125 Old Broad Street, London EC2N 
1AR, U.K.
Tel: +44-20-7507-6070

●政投銀投資諮詢（北京）有限公司
中華人民共和国北京市朝陽区東三環北路五号北京発
展大厦8階814-815室
Tel: +86-10-6590-9770

●一般財団法人日本経済研究所
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-2-1
（新大手町ビル）
TEL 03-6214-3605（代表）

●株式会社日本経済研究所
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-2-1
（新大手町ビル）
TEL 03-6214-4600（代表）

●株式会社価値総合研究所
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-2-1
（新大手町ビル）
TEL 03-5205-7900（代表）

子会社・グループ会社等

●DBJ証券株式会社
〒100-0004
東京都千代田区大手町1-9-7
（大手町フィナンシャルシティ サウスタワー）
TEL 03-3275-5301（代表）

●DBJキャピタル株式会社
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-2-1
（新大手町ビル）
TEL 03-3548-0951（代表）

●DBJアセットマネジメント株式会社
〒100-0004
東京都千代田区大手町1-9-7
（大手町フィナンシャルシティ サウスタワー）
TEL 03-3241-5300（代表）

●DBJ投資アドバイザリー株式会社
〒100-8178
東京都千代田区大手町1-9-6
（大手町フィナンシャルシティ サウスタワー）
TEL 03-5200-5700（代表）
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会社名 所在地 主要業務内容 設立年月日 資本金
（百万円）

当行が有する
子会社等の

議決権比率（％）
（連結子会社）

株式会社日本経済研究所 東京都千代田区 調査、コンサルティング、
アドバイザリー事業

平成元年
12月13日 479 100.0

株式会社価値総合研究所 東京都千代田区 調査、コンサルティング、
アドバイザリー事業

平成5年
6月25日 75 100.0

（8.0）

DBJ証券株式会社 東京都千代田区 証券業 平成10年
10月22日 500 100.0

DBJキャピタル株式会社 東京都千代田区 投資事業組合の管理等合 平成17年
10月14日 99 100.0

DBJアセットマネジメント株式会社 東京都千代田区 投資運用業、投資助言・
代理業

平成18年
11月22日 100 100.0

DBJ Singapore Limited シンガポール
共和国

投融資サポート業務、
アドバイザリー業務等

平成20年
9月15日

1
百万シンガ
ポールドル

100.0

DBJ Europe Limited 英国ロンドン市 投融資サポート業務、
アドバイザリー業務等

平成21年
6月5日

7
百万ユーロ

100.0

DBJ投資アドバイザリー株式会社 東京都千代田区 投資助言・代理業等 平成21年
12月1日 68 50.6

DBJリアルエステート株式会社 東京都千代田区 不動産賃貸業等 平成22年
2月1日 80 100.0

政投銀投資諮詢（北京）有限公司 中華人民共和国
北京市

投融資サポート業務、
アドバイザリー業務等

平成23年
9月30日

4
百万人民元

100.0

その他15社（注）1 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
（持分法適用関連会社）
その他25社（注）1、5 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

（注） 1.　連結子会社及び持分法適用会社につきましては、主要な会社のみを設立年月日順にて記載しております。その他の連結子会社及び持分法適
用関連会社につきましては、その社数のみを記載しております。

 2.　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
 3.　 当行が有する子会社等の議決権比率は、小数点第1位を四捨五入して表示しております。
 4.　 当行が有する子会社等の議決権比率欄の（　）内は、間接議決権比率を内数として表示しております。
 5.　 持分法適用関連会社のうち、有価証券報告書を提出している会社は株式会社AIRDO、スカイマーク株式会社、株式会社ソラシドエアであります。
 6.　 連結子会社であったDBJ事業投資株式会社は、平成27年9月、会社清算に伴い、連結子会社ではなくなりました。

関係会社の状況 （平成28年3月31日現在）
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発行済株式総数、資本金等の推移
年月日 発行済株式総数増減数

（千株）
発行済株式総数残高

（千株）
資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成20年10月1日 40,000 40,000 1,000,000 1,000,000 （注）2 （注）2

平成21年６月26日 ̶ 40,000 ̶ 1,000,000 △97,248（注）3 1,060,466　
（注）3

平成21年９月24日
（注）4

2,064 42,064 103,232 1,103,232 ̶ 1,060,466　

平成22年３月23日
（注）4

1,559 43,623 77,962 1,181,194 ̶ 1,060,466　

平成23年12月7日
（注）5

̶ 43,623 6,170 1,187,364 ̶ 1,060,466　

平成24年３月23日
（注）4

8 43,632 424 1,187,788 ̶ 1,060,466　

平成24年6月6日
（注）6

̶ 43,632 10,528 1,198,316 ̶ 1,060,466　

平成24年12月6日
（注）7

̶ 43,632 8,637 1,206,953 ̶ 1,060,466　

（注）1. 平成20年10月１日における発行済株式総数、資本金の増加は会社設立によるものであります。
   なお、旧DBJは新DBJ法附則第９条の規定に基づき、平成20年10月１日付で当行にその財産の全部（同法附則第15条第２項の規定により国が

承継する資産を除く。）を現物出資しており、それにより取得した株式を旧DBJへの出資者である政府に無償譲渡しております。
 2.  平成20年10月１日における資本準備金につきましては、当行定款附則第２条の規定に基づき、同法附則第16条第１項に定める評価委員が評価

する資産の価額から負債の価額を差し引いた財産の価額から資本金１兆円を差し引いた金額であります。
   なお、平成21年１月28日に開催されました株式会社日本政策投資銀行資産評価委員会（第３回会合）において、当行に承継された資産の価額（平

成20年10月１日時点）が決定されました。当該資産の価額から負債の価額を差し引いた財産の価額から資本金１兆円を差し引いた金額は、
1,157,715百万円となっております。

 3.  会社法第448条第１項、同法第452条の規定及び平成21年６月26日の株主総会決議に基づき、資本準備金からその他資本剰余金への振替及び
その他資本剰余金から繰越利益剰余金への振替により欠損填補を実施しております。

 4.  株主割当の方法により、財務大臣に、募集する普通株式の全部を割り当てております（有償）。
  発行価格（払込金額）は１株につき50,000円、資本組入額は　１株につき50,000円となっております。
 5.  危機対応業務に係る財政基盤確保のために、DBJ法改正法及び平成21年度補正予算に基づき措置されておりました交付国債１兆3,500億円の

うち、DBJ法附則第２条の４第１項の規定に基づき、当行は平成23年11月24日付にて61億7,000万円相当額の償還請求を実施しております。
   当該請求に基づき、同年12月７日付にて交付国債の償還が行われ、交付国債の額面金額が上記の請求相当額だけ減少するとともに、当行の資本

金は上記の請求相当額だけ増加しております。なお、当該手続きによる資本金の増加に関して、株式数の増減は生じておりません。
 6.  上記同様、平成24年５月18日付にて105億2,800万円相当額の交付国債の償還請求を実施しております。当該請求に基づき、同年６月６日付

にて交付国債の償還が行われ、交付国債の額面金額が請求相当額だけ減少するとともに、当行の資本金は同請求額だけ増加しております。なお、
当該手続きによる資本金の増加に関して、株式数の増減は生じておりません。

 7.  上記同様、　平成24年11月20日付にて86億3,700万円相当額の交付国債の償還請求を実施しております。当該請求に基づき、同年12月6日
付にて交付国債の償還が行われ、交付国債の額面金額が請求相当額だけ減少するとともに、当行の資本金が同請求額だけ増加しております（本
償還後における交付国債未償還額は１兆3,246億6,500万円であります。）なお、当該手続きによる資本金の増加に関して、株式数の増減は生じ
ておりません。

大株主の状況
氏名又は名称 住所 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）
財務大臣 東京都千代田区霞が関三丁目１番１号 43,632 100.00
計 ̶ 43,632 100.00

資本の状況 （平成28年3月31日現在）
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制定：平成19年6月13日法律第85号
施行：平成27年9月1日
改正：平成24年9月12日法律第86号

第一章　総則（第一条・第二条）
第二章　業務等（第三条―第二十五条）
第三章　雑則（第二十六条―第二十九条）
第四章　罰則（第三十条―第三十五条）
附則

第一章　総則

（目的）
第一条　株式会社日本政策投資銀行（以下「会社」という。）は、
その完全民営化の実現に向けて経営の自主性を確保しつつ、
出資と融資を一体的に行う手法その他高度な金融上の手法
を用いた業務を営むことにより日本政策投資銀行の長期の
事業資金に係る投融資機能の根幹を維持し、もって長期の事
業資金を必要とする者に対する資金供給の円滑化及び金融
機能の高度化に寄与することを目的とする株式会社とする。

（商号の使用制限）
第二条　会社でない者は、その商号中に株式会社日本政策投
資銀行という文字を使用してはならない。

２　銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）第六条第二項の規
定は、会社には適用しない。

第二章　業務等

（業務の範囲）
第三条　会社は、その目的を達成するため、次に掲げる業務を
営むものとする。

 一 　預金（譲渡性預金その他政令で定めるものに限る。）の受
入れを行うこと。

 二　資金の貸付けを行うこと。
 三　資金の出資を行うこと。
 四　債務の保証を行うこと。
 五 　有価証券（第七号に規定する証書をもって表示される金

銭債権に該当するもの及び短期社債等を除く。第八号に
おいて同じ。）の売買（有価証券関連デリバティブ取引（金
融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二十八条
第八項第六号に規定する有価証券関連デリバティブ取引
をいう。以下この号及び第十一号において同じ。）に該当
するものを除く。）又は有価証券関連デリバティブ取引（投
資の目的をもってするものに限る。）を行うこと（第三号に
掲げる業務に該当するものを除く。）。

 六　有価証券の貸付けを行うこと。
 七 　金銭債権（譲渡性預金証書その他の財務省令で定める

証書をもって表示されるものを含む。）の取得又は譲渡を
行うこと。

 八 　特定目的会社が発行する特定社債又は優先出資証券（資
産流動化計画において当該特定社債又は優先出資証券の
発行により得られる金銭をもって指名金銭債権又は指名
金銭債権を信託する信託の受益権のみを取得するものに

限り、特定社債にあっては、特定短期社債を除く。）その他
これらに準ずる有価証券として財務省令で定めるもの（以
下この号において「特定社債等」という。）の引受け（売出し
の目的をもってするものを除く。）又は当該引受けに係る特
定社債等の募集の取扱いを行うこと。

 九　短期社債等の取得又は譲渡を行うこと。
 十 　銀行（銀行法第二条第一項に規定する銀行をいう。以

下同じ。）その他政令で定める金融業を行う者のために資
金の貸付けを内容とする契約の締結の代理又は媒介を行
うこと。

 十 一　金融商品取引法第二条第二十項に規定するデリバ
ティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するも
のを除く。）を行うこと（第七号に掲げる業務に該当するも
のを除く。）。

 十 二　金融商品取引法第二条第八項第七号に掲げる行為を
行うこと。

 十 三　金融商品取引法第二条第八項第九号に掲げる行為を
行うこと（募集又は売出しの取扱いについては、同法第
二十八条第一項に規定する第一種金融商品取引業を行う
金融商品取引業者（同法第二条第九項に規定する金融商
品取引業者をいう。以下同じ。）の委託を受けて当該金融
商品取引業者のために行うものに限る。）。

 十 四　金融商品取引法第二条第八項第十一号に掲げる行為
を行うこと。

 十 五　金融商品取引法第二条第八項第十三号に掲げる行為
を行うこと。

 十 六　金融商品取引法第二条第八項第十五号に掲げる行為
を行うこと。

 十 七　金融商品取引法第三十三条第二項各号に掲げる有価
証券（当該有価証券が発行されていない場合における当該
有価証券に表示されるべき権利を含む。）又は取引につい
て、同項各号に定める行為を行うこと（第三号、第五号、第
七号から第九号まで、第十一号及び第十三号に掲げるもの
を除く。）。

 十 八　他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交
換若しくは株式移転に関する相談に応じ、又はこれらに関
し仲介を行うこと。

 十 九　他の事業者の経営に関する相談に応じること又は他
の事業者の事業に関して必要となる調査若しくは情報の
提供を行うこと。

 二 十　金融その他経済に関する調査、研究又は研修を行う
こと。

 二 十一　前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
２　会社は、前項の業務を営むほか、財務大臣の認可を受けて、
その目的を達成するために必要な業務を営むことができる。

３　第一項第五号及び第六号並びに第五項の「有価証券」とは、
金融商品取引法第二条第一項に規定する有価証券及び同条
第二項の規定により有価証券とみなされる権利をいう。

４　第一項第五号及び第九号並びに次項の「短期社債等」とは、
次に掲げるものをいう。

 一 　社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法律第
七十五号）第六十六条第一号に規定する短期社債

 二 　投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法
律第百九十八号）第百三十九条の十二第一項に規定する
短期投資法人債

株式会社日本政策投資銀行法 （平成19年法律第85号）
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 三 　資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号）第
二条第八項に規定する特定短期社債

 四 　その権利の帰属が社債、株式等の振替に関する法律の規
定により振替口座簿の記載又は記録により定まるものと
される外国法人の発行する債券（新株予約権付社債券の性
質を有するものを除く。）に表示されるべき権利のうち、次
に掲げる要件のすべてに該当するもの

 イ　各権利の金額が一億円を下回らないこと。
 ロ 　元本の償還について、権利の総額の払込みのあった日か

ら一年未満の日とする確定期限の定めがあり、かつ、分割
払の定めがないこと。

 ハ 　利息の支払期限を、ロの元本の償還期限と同じ日とする
旨の定めがあること。

５　第一項第七号に掲げる業務には同号に規定する証書をもっ
て表示される金銭債権のうち有価証券に該当するものについ
て、同項第九号に掲げる業務には短期社債等について、金融
商品取引法第二条第八項第一号から第六号まで及び第八号
から第十号までに掲げる行為を行う業務を含むものとする。

６　第一項第八号の「特定目的会社」、「資産流動化計画」、「特
定社債」、「特定短期社債」又は「優先出資証券」とは、それぞ
れ資産の流動化に関する法律第二条第三項、第四項又は第
七項から第九項までに規定する特定目的会社、資産流動化
計画、特定社債、特定短期社債又は優先出資証券をいう。

７　会社が第一項第十号に掲げる業務を営む場合には、銀行法
第五十二条の三十六第一項の規定その他同号に規定する政
令で定める金融業を行う者に関し適用される同項の規定に相
当する規定であって政令で定めるものは、適用しない。

（金融商品取引法の規定の読替え適用等）
第四条　会社についての金融商品取引法の規定の適用につい
ては、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同表の中欄に掲げ
る字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。
第二条第八項 「協同組織

金融機関」
という。）

「協同組織金融機関」と
いう。）、株式会社日本政
策投資銀行

第二条第十一項、第
二十七条の二十八第三
項、第二十八条第四項、
第三十三条第一項、第
三十三条の五第二項、
第三十三条の七、第
五十八条、第六十条の
十四第一項、第六十六
条並びに第二百二条第
二項第一号及び第二号

協同組織金
融機関

協同組織金融機関、株式
会社日本政策投資銀行

第三十三条の八第一項 金融機関で
ある場合

金融機関である場合又
は株式会社日本政策投
資銀行が株式会社日本
政策投資銀行法（平成
十九年法律第八十五号）
第三条第一項第十六号
に掲げる業務を行う場合

２　会社の取締役、会計参与（会計参与が法人であるときは、
その職務を行うべき社員を含む。以下この項において同
じ。）、監査役若しくは執行役又は使用人は、金融商品取引業
者（金融商品取引法第二十八条第八項に規定する有価証券
関連業を行う者に限る。以下この項において同じ。）の取締

役、会計参与、監査役若しくは執行役に就任した場合（金融
商品取引業者の取締役、会計参与、監査役又は執行役が会社
の取締役、会計参与、監査役又は執行役を兼ねることとなっ
た場合を含む。）又は金融商品取引業者の取締役、会計参与、
監査役若しくは執行役を退任した場合には、財務省令で定め
るところにより、遅滞なく、その旨を財務大臣に届け出なけ
ればならない。

（日本政策投資銀行債の発行）
第五条　会社は、日本政策投資銀行債を発行することができる。
２　会社法（平成十七年法律第八十六号）第七百二条の規定は、
会社が日本政策投資銀行債を発行する場合には、適用しない。

３　会社は、外国を発行地とする日本政策投資銀行債に限り、
その社債券（その利札を含む。以下この項並びに第十三条第
三項及び第四項第一号において同じ。）を失った者に対し交
付するため必要があるときは、政令で定めるところにより、
日本政策投資銀行債の社債券を発行することができる。

（日本政策投資銀行債の発行方法）
第六条　日本政策投資銀行債の社債券を発行する場合には、
当該社債券は、無記名式とする。ただし、応募者又は所有者
の請求により記名式とすることができる。

２　会社は、日本政策投資銀行債の社債券を発行する場合に
は、当該社債券の応募者との間で、当該社債券に係る保護預
り契約であって財務省令・内閣府令で定める事項を内容と
するものを締結してはならない。

３　会社は、日本政策投資銀行債を発行する場合においては、
売出しの方法によることができる。この場合においては、売
出期間を定めなければならない。

４　会社は、日本政策投資銀行債の社債券を発行する場合に
は、その券面に次に掲げる事項を記載しなければならない。

 一　会社の商号
 二　当該社債券に係る社債の金額
 三　当該社債券に係る日本政策投資銀行債の利率
 四 　当該社債券に係る日本政策投資銀行債の償還の方法及

び期限
 五　当該社債券の番号
５　会社は、売出しの方法により日本政策投資銀行債を発行
しようとするときは、次に掲げる事項を公告しなければなら
ない。

 一　売出期間
 二　日本政策投資銀行債の総額
 三 　数回に分けて日本政策投資銀行債の払込みをさせると

きは、その払込みの金額及び時期
 四　日本政策投資銀行債発行の価額又はその最低価額
 五 　社債、株式等の振替に関する法律の規定によりその権利

の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものと
される日本政策投資銀行債を発行しようとするときは、同
法の適用がある旨

 六　前項第一号から第四号までに掲げる事項
６　会社は、日本政策投資銀行債を発行する場合においては、
割引の方法によることができる。



CSR・ディスクロージャー誌 2016134

（日本政策投資銀行債の消滅時効）
第七条　会社が発行する日本政策投資銀行債の消滅時効は、
元本については十五年、利子については五年で完成する。

（通貨及証券模造取締法の準用）
第八条　通貨及証券模造取締法（明治二十八年法律第二十八
号）は、会社が発行する日本政策投資銀行債の社債券の模造
について準用する。

（預金の受入れ等を開始する場合の特例）
第九条　会社は、第三条第一項第一号に規定する預金の受入
れ又は日本政策投資銀行債の発行を開始しようとするとき
は、あらかじめ、財務大臣の承認を受けなければならない。

２　財務大臣は、前項の承認をしようとするときは、あらかじ
め、内閣総理大臣に協議し、その同意を得なければならない。

３　内閣総理大臣は、前項の規定による協議があった場合にお
いて、必要があると認めるときは、財務大臣に対し、必要な
資料の提出及び説明を求めることができる。

４　内閣総理大臣は、第二項の規定による協議があった場合に
おいて、特に必要があると認めるときは、その必要の限度に
おいて、会社に対し、資料の提出、説明その他の協力を求め
ることができる。

５　会社が第一項の承認を受けた場合における会社が営む業
務については、銀行法第四条第一項及び長期信用銀行法（昭
和二十七年法律第百八十七号）第四条第一項の規定は、適用
しない。

（銀行法の準用）
第十条　銀行法第十二条の二、第十三条、第十三条の二、第
十三条の四、第十四条、第十四条の二、第二十条、第二十一
条、第二十三条及び第五十七条の四（第一号に係る部分に限
る。）の規定は、前条第一項の承認を受けた会社について準用
する。この場合において、これらの規定（同法第十三条の四
後段及び第二十条第七項を除く。）中「内閣総理大臣」とある
のは「財務大臣及び内閣総理大臣」と、「内閣府令」とあるの
は「財務省令・内閣府令」と、同法第十三条の四中「第三十八
条第一号及び第二号並びに第三十八条の二」とあるのは「第
三十八条の二」と読み替えるものとするほか、必要な技術的
読替えは、政令で定める。

２　前項において読み替えて準用する銀行法第十三条の四に
おいて読み替えて準用する金融商品取引法の規定の適用に
ついては、当該規定中「内閣府令」とあるのは、「財務省令・
内閣府令」とする。

３　政府は、第一項において読み替えて準用する銀行法の規定
に基づき命令を定めるに当たっては、前条第一項の承認をす
る時点における会社の資金の貸付けその他の業務の利用者の
利益が不当に侵害されないよう、配慮しなければならない。

（事業年度）
第十一条　会社の事業年度は、四月一日から翌年三月三十一
日までとする。

（株式）
第十二条　会社は、会社法第百九十九条第一項に規定する募

集株式（第三十四条第四号において「募集株式」という。）若
しくは同法第二百三十八条第一項に規定する募集新株予約
権（同号において「募集新株予約権」という。）を引き受ける者
の募集をし、又は株式交換に際して株式若しくは新株予約権
を交付しようとするときは、財務大臣の認可を受けなければ
ならない。

２　会社は、新株予約権の行使により株式を交付した後、遅滞
なく、その旨を財務大臣に届け出なければならない。

（社債、日本政策投資銀行債及び借入金）
第十三条　会社は、毎事業年度の開始前に、財務省令で定める
ところにより、社債（日本政策投資銀行債を除く。以下同じ。）
及び日本政策投資銀行債（それぞれ社債、株式等の振替に関
する法律第六十六条第一号に規定する短期社債を除く。以
下この条及び第十八条において同じ。）の発行並びに借入金
（弁済期限が一年を超えるものに限る。以下この条及び第
十八条において同じ。）の借入れについて、発行及び借入れの
金額、社債及び日本政策投資銀行債並びに借入金の表示通
貨その他の社債及び日本政策投資銀行債の発行並びに借入
金の借入れに係る基本方針を作成し、財務大臣の認可を受け
なければならない。これを変更しようとするときも、同様と
する。

２　会社は、社債若しくは日本政策投資銀行債を発行したとき、
又は借入金の借入れをしたときは、財務省令で定めるところに
より、その旨を遅滞なく財務大臣に届け出なければならない。

３　会社は、外国を発行地とする社債に限り、その社債券を
失った者に対し交付するため必要があるときは、政令で定め
るところにより、社債券を発行することができる。

４　第一項後段及び第二項の規定は、次に掲げる場合には、適
用しない。

 一 　会社法第六百九十九条第二項に規定する除権決定を得
た後にされる再発行の請求を受けて、社債の社債券又は日
本政策投資銀行債の社債券（次号及び第二十五条第二項
において「社債券等」という。）を発行した場合

 二 　第五条第三項又は前項の規定により社債券等を発行し
た場合

（受信限度額及び与信限度額）
第十四条　次に掲げるものの合計額は、資本金及び準備金（資
本準備金及び利益準備金をいう。以下この条において同じ。）
の額の合計額の十四倍に相当する額を超えることとなっては
ならない。ただし、社債及び日本政策投資銀行債については、
発行済みの旧銀行債券（附則第二十六条の規定による廃止
前の日本政策投資銀行法（平成十一年法律第七十三号。以
下「旧政投銀法」という。）第四十三条第一項又は第四項の規
定に基づき発行された同条第一項に規定する銀行債券をい
う。以下同じ。）、社債又は日本政策投資銀行債の借換えの
ため必要があるときは、当該借換えを行うために必要な期間
内に限り、当該額を超えて発行することができる。

 一　預金の現在額
 二　借入金の現在額
 三 　旧政投銀法第四十二条第五項の規定に基づき受け入れ

た寄託金の現在額
 四　旧銀行債券の元本に係る債務の現在額
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 五 　発行した社債及び日本政策投資銀行債の元本に係る債
務の現在額

 六 　いずれの名義をもってするかを問わず、前各号に掲げる
ものと同様の経済的性質を有するものの現在額

２　次に掲げるものの合計額は、資本金及び準備金の額並びに
前項本文の規定による限度額の合計額を超えることとなっ
てはならない。

 一 　資金の貸付け及び譲り受けた債権（第三号に規定する有
価証券に係るものを除く。）の現在額

 二　保証した債務の現在額
 三 　取得した有価証券（第三条第三項に規定する有価証券

をいい、金融商品取引法第二条第一項第一号及び第二号
に掲げる有価証券（当該有価証券が発行されていない場合
における当該有価証券に表示されるべき権利を含む。）並
びに次号の資金の出資に係るものを除く。）の現在額

 四　資金の出資の現在額

（代表取締役等の選定等の決議）
第十五条　会社の代表取締役又は代表執行役の選定及び解職
並びに監査等委員である取締役若しくは監査役の選任及び
解任又は監査委員の選定及び解職の決議は、財務大臣の認
可を受けなければ、その効力を生じない。

（取締役の兼職の認可）
第十六条　会社の常務に従事する取締役（指名委員会等設置
会社にあっては、執行役）は、財務大臣の認可を受けた場合
を除き、他の会社の常務に従事してはならない。

２　財務大臣は、前項の認可の申請があったときは、当該申請
に係る事項が会社の業務の健全かつ適切な運営を妨げるおそ
れがあると認められる場合を除き、これを認可しなければな
らない。

（事業計画）
第十七条　会社は、毎事業年度の開始前に、財務省令で定める
ところにより、その事業年度の事業計画を定め、財務大臣の
認可を受けなければならない。これを変更しようとするとき
も、同様とする。

（償還計画）
第十八条　会社は、毎事業年度の開始前に、財務省令で定める
ところにより、社債、日本政策投資銀行債及び借入金の償還
計画を立てて、財務大臣の認可を受けなければならない。

　これを変更しようとするときも、同様とする。

（認可対象子会社）
第十九条　会社は、次に掲げる者（第三号、第四号及び第七号
に掲げる者にあっては、個人であるものを除く。以下「認可
対象子会社」という。）を子会社（会社法第二条第三号に規定
する子会社をいう。）としようとするときは、あらかじめ、財
務大臣の認可を受けなければならない。

 一　銀行
 二 　長期信用銀行（長期信用銀行法第二条に規定する長期

信用銀行をいう。）
 三 　金融商品取引業者（金融商品取引法第二十八条第一項

に規定する第一種金融商品取引業を行う者に限る。）
 四 　貸金業者（貸金業法（昭和五十八年法律第三十二号）第

二条第二項に規定する貸金業者をいい、前号に掲げる者を
兼ねることその他財務省令で定める要件に該当するものを
除く。）

 五 　信託会社（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第
二条第二項に規定する信託会社をいう。）

 六 　保険会社（保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第
二項に規定する保険会社をいう。）

 七 　前各号に掲げる者に類するものとして財務省令で定め
る者

（定款の変更等）
第二十条　会社の定款の変更、剰余金の配当その他の剰余金
の処分（損失の処理を除く。）、合併、会社分割及び解散の決
議は、財務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。

２　財務大臣は、前項の認可（合併、会社分割及び解散の決議
に係るものに限る。）をしようとするときは、国土交通大臣に
協議しなければならない。

（貸借対照表等の提出）
第二十一条　会社は、事業年度ごとに、財務省令で定めるとこ
ろにより、当該事業年度の中間事業年度（当該事業年度の四
月一日から九月三十日までの期間をいう。）に係る貸借対照
表、損益計算書及び事業報告書並びに当該事業年度に係る
貸借対照表、損益計算書及び事業報告書を財務大臣に提出
しなければならない。

（財政融資資金の運用に関する特例）
第二十二条　財政融資資金（財政融資資金法（昭和二十六年
法律第百号）第二条の財政融資資金をいう。以下同じ。）は、
同法第十条第一項の規定にかかわらず、第三条第一項及び
第二項に規定する会社の業務に要する経費に充てるため会
社が借入れをする場合における会社に対する貸付け（第
二十四条において単に「貸付け」という。）に運用することが
できる。

第二十三条　財政融資資金は、財政融資資金法第十条第一項
の規定にかかわらず、第三条第一項及び第二項に規定する会
社の業務に要する経費に充てるため会社が発行する社債又は
日本政策投資銀行債（次項、次条及び第二十五条第一項にお
いて「社債等」という。）に運用することができる。

２　財政融資資金を社債等又は旧銀行債券に運用する場合に
おいては、社債等及び旧銀行債券の発行残高の十分の五又
は会社の一回に発行する社債等の十分の六を超える割合の
社債等又は旧銀行債券の引受け、応募又は買入れ（旧銀行債
券にあっては、買入れに限る。以下この項において「引受け
等」という。）を行ってはならない。この場合において、財政
融資資金により引受け等を行う社債等又は旧銀行債券は、利
率、担保、償還の方法、期限その他の条件において、当該引
受け等以外の引受け等に係るものとその種類を同じくするも
のでなければならない。

第二十四条　第二十二条の規定により貸付けに運用される財
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政融資資金又は前条第一項の規定により社債等に運用され
る財政融資資金に係る財政融資資金の長期運用に対する特
別措置に関する法律（昭和四十八年法律第七号）の規定の適
用については、会社を財政融資資金法第十条第一項第七号
に規定する法人とみなす。

（債務保証）
第二十五条　政府は、法人に対する政府の財政援助の制限に
関する法律（昭和二十一年法律第二十四号）第三条の規定に
かかわらず、国会の議決を経た金額の範囲内において、社債
等に係る債務について、保証契約をすることができる。

２　政府は、前項の規定によるほか、会社が社債券等を失った
者に交付するために会社法第六百九十九条第二項に規定す
る除権決定を得た後にされる再発行の請求を受けて発行す
る社債券等又は第五条第三項若しくは第十三条第三項の規
定により発行する社債券等に係る債務について、保証契約を
することができる。

第三章　雑則

（監督上の措置）
第二十六条　会社は、主務大臣がこの法律の定めるところに
従い監督する。

２　主務大臣は、会社の業務若しくは財産又は会社及びその子
会社（会社法第二条第三号に規定する子会社であって、認可
対象子会社に該当するものに限る。次条第二項及び第五項
並びに第三十三条第二項において同じ。）の財産の状況に照
らして会社の業務の健全かつ適切な運営を確保するため必
要があると認めるときその他この法律を施行するため必要が
あると認めるときは、会社に対し、措置を講ずべき事項及び
期限を示して、会社の経営の健全性を確保するための改善計
画の提出を求め、若しくは提出された改善計画の変更を命
じ、又はその必要の限度において、期限を付して会社の業務
の全部若しくは一部の停止を命じ、若しくは会社の財産の供
託を命ずることその他業務に関し監督上必要な命令をする
ことができる。

（報告及び検査）
第二十七条　主務大臣は、会社の業務の健全かつ適切な運営
を確保するため必要があると認めるときその他この法律を施
行するため必要があると認めるときは、会社に対して報告を
させ、又はその職員に、会社の営業所その他の施設に立ち入
り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他必要な物件を検査
させることができる。

２　主務大臣は、会社の業務の健全かつ適切な運営を確保する
ため特に必要があると認めるときその他この法律を施行する
ため特に必要があると認めるときは、その必要の限度におい
て、会社の子会社若しくは会社からその業務の委託を受けた
者（以下この項、第五項及び第三十三条第二項において「受
託者」という。）に対して会社の業務の状況に関し参考となる
べき報告をさせ、又はその職員に、会社の子会社若しくは受
託者の施設に立ち入り、会社の業務の状況に関し参考となる
べき業務の状況若しくは帳簿、書類その他必要な物件を検査
させることができる。

３　前二項の規定により職員が立入検査をする場合には、その
身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければ
ならない。

４　第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪
捜査のために認められたものと解してはならない。

５　会社の子会社又は受託者は、正当な理由があるときは、第
二項の規定による報告又は立入検査を拒むことができる。

（権限の委任）
第二十八条　財務大臣は、政令で定めるところにより、前条第
一項又は第二項の規定による立入検査の権限の一部を内閣
総理大臣に委任することができる。

２　内閣総理大臣は、前項の委任に基づき、前条第一項又は第
二項の規定により立入検査をしたときは、速やかに、その結
果について財務大臣に報告するものとする。

３　内閣総理大臣は、第一項の規定により委任された権限及
び前項の規定による権限を金融庁長官に委任する。

４　金融庁長官は、政令で定めるところにより、前項の規定に
より委任された権限の全部又は一部を財務局長又は財務支
局長に委任することができる。

５　会社が第九条第一項の承認を受けた場合には、前各項の規
定は、適用しない。

（主務大臣）
第二十九条　この法律における主務大臣は、財務大臣とする。
ただし、会社が第九条第一項の承認を受けた場合における次
に掲げる事項については、財務大臣及び内閣総理大臣とする。

 一 　第十条において読み替えて準用する銀行法の規定に関
する事項

 二 　第二十六条第二項の規定による命令（同項に規定する
会社の業務の健全かつ適切な運営を確保するため必要が
あると認めるときにするものに限る。）に関する事項

 三 　第二十七条第一項の規定による報告徴収及び立入検査
（同項に規定する会社の業務の健全かつ適切な運営を確保
するため必要があると認めるときにするものに限る。）に関
する事項

 四 　第二十七条第二項の規定による報告徴収及び立入検査
（同項に規定する会社の業務の健全かつ適切な運営を確保
するため特に必要があると認めるときにするものに限る。）
に関する事項

２　前項ただし書の規定による同項第三号又は第四号に掲げ
る事項に係る権限は、財務大臣又は内閣総理大臣がそれぞれ
単独に行使することを妨げない。

３　次の各号に掲げる大臣は、前項の規定によりその権限を単
独で行使したときは、速やかに、その結果を当該各号に定め
る大臣に通知するものとする。

 一　財務大臣　内閣総理大臣
 二　内閣総理大臣　財務大臣
４　第一項ただし書の場合において、第三条第二項中「財務大
臣」とあるのは「財務大臣及び内閣総理大臣」と、第十三条第
二項中「財務大臣」とあるのは「財務大臣（日本政策投資銀行
債の発行に係るものについては、財務大臣及び内閣総理大
臣）」と、第二十条第二項中「国土交通大臣」とあるのは「国
土交通大臣及び内閣総理大臣」と、第二十一条中「財務省令
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で定めるところにより、当該事業年度の中間事業年度（当該
事業年度の四月一日から九月三十日までの期間をいう。）」と
あるのは「財務省令（第九条第一項の承認を受けた日の属す
る事業年度以後の事業年度及び中間事業年度（当該事業年
度の四月一日から九月三十日までの期間をいう。以下この
条において同じ。）にあっては、財務省令・内閣府令）で定め
るところにより、当該事業年度の中間事業年度」と、「財務大
臣」とあるのは「財務大臣（同項の承認を受けた日の属する事
業年度以後の事業年度及び中間事業年度にあっては、財務
大臣及び内閣総理大臣）」と読み替えるものとする。

５　財務大臣は、第一項ただし書の場合において、第三条第一
項第七号又は第八号の財務省令を改正しようとするときは、
あらかじめ、内閣総理大臣の同意を得なければならない。

６　内閣総理大臣は、この法律による権限（前条第一項から第
三項までの規定によるものその他政令で定めるものを除く。）
を金融庁長官に委任する。

７　金融庁長官は、政令で定めるところにより、前項の規定に
より委任された権限の一部を財務局長又は財務支局長に委
任することができる。

第四章　罰則

第三十条　会社の取締役、執行役、会計参与（会計参与が法人
であるときは、その職務を行うべき社員）、監査役又は使用
人が、その職務に関して、賄賂を収受し、又はその要求若し
くは約束をしたときは、三年以下の懲役に処する。これに
よって不正の行為をし、又は相当の行為をしなかったとき
は、五年以下の懲役に処する。

２　前項の場合において、犯人が収受した賄賂は、没収する。
その全部又は一部を没収することができないときは、その価
額を追徴する。

第三十一条　前条第一項の賄賂を供与し、又はその申込み若
しくは約束をした者は、三年以下の懲役又は百万円以下の罰
金に処する。

２　前項の罪を犯した者が自首したときは、その刑を減軽し、
又は免除することができる。

第三十二条　第三十条第一項の罪は、刑法（明治四十年法律
第四十五号）第四条の例に従う。

２　前条第一項の罪は、刑法第二条の例に従う。

第三十三条　第二十七条第一項の規定による報告をせず、若
しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、
妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為をした会社
の取締役、執行役、会計参与（会計参与が法人であるときは、
その職務を行うべき社員）、監査役又は使用人は、三十万円
以下の罰金に処する。

２　第二十七条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽
の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避した場合には、その違反行為をした会社の子会社又
は受託者の取締役、執行役、会計参与（会計参与が法人であ
るときは、その職務を行うべき社員）、監査役又は使用人は、
三十万円以下の罰金に処する。

第三十四条　次の各号のいずれかに該当する場合には、その違
反行為をした会社の取締役、執行役、会計参与若しくはその職
務を行うべき社員又は監査役は、百万円以下の過料に処する。

 一　第三条第二項の規定に違反して、業務を営んだとき。
 二 　第四条第二項の規定に違反して、兼職の届出を行わな

かったとき。
 三 　第九条第一項の規定に違反して、預金の受入れ又は日

本政策投資銀行債の発行を開始したとき。
 四 　第十二条第一項の規定に違反して、募集株式若しくは

募集新株予約権を引き受ける者の募集をし、又は株式交換
に際して株式若しくは新株予約権を交付したとき。

 五 　第十二条第二項の規定に違反して、株式を交付した旨
の届出を行わなかったとき。

 六 　第十三条第一項の規定に違反して、基本方針の認可を
受けなかったとき。

 七 　第十三条第二項の規定に違反して、社債若しくは日本
政策投資銀行債を発行した旨又は借入金の借入れをした
旨の届出を行わなかったとき。

 八 　第十四条第一項又は第二項の規定に違反して、限度額
又は合計額を超えることとなったとき。

 九 　第十六条第一項の規定に違反して、兼職の認可を受け
なかったとき。

 十 　第十七条の規定に違反して、事業計画の認可を受けな
かったとき。

 十 一　第十八条の規定に違反して、償還計画の認可を受け
なかったとき。

 十 二　第十九条の規定に違反して、認可対象子会社を子会
社としたとき。

 十 三　第二十一条の規定に違反して、貸借対照表、損益計
算書若しくは事業報告書を提出せず、又は虚偽の記載若し
くは記録をしたこれらのものを提出したとき。

 十四　第二十六条第二項の規定による命令に違反したとき。

第三十五条　第二条第一項の規定に違反した者は、十万円以
下の過料に処する。

附　則

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各
号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

 一 　第三条第一項第五号及び第十一号から第十七号まで、
第三項、第四項第二号並びに第五項、第四条、第十条、第
十四条第二項第三号、第十九条第三号並びに附則第
二十一条の規定　証券取引法等の一部を改正する法律（平
成十八年法律第六十五号）の施行の日又はこの法律の施行
の日のいずれか遅い日

 二 　第十九条第四号の規定　貸金業の規制等に関する法律
等の一部を改正する法律（平成十八年法律第百十五号）の
施行の日又はこの法律の施行の日のいずれか遅い日

 三 　附則第二十六条から第六十条まで及び第六十二条から
第六十五条までの規定　平成二十年十月一日



CSR・ディスクロージャー誌 2016138

（政府保有株式の処分）
第二条　政府は、簡素で効率的な政府を実現するための行政
改革の推進に関する法律（平成十八年法律第四十七号）第六
条第二項の規定に基づき、その保有する会社の株式（次項及
び附則第三条において「政府保有株式」という。）について、
会社の目的の達成に与える影響及び市場の動向を踏まえつ
つその縮減を図り、できる限り早期にその全部を処分するも
のとする。

２　政府は、この法律の施行後政府保有株式の全部を処分す
るまでの間、会社の有する長期の事業資金に係る投融資機能
の根幹が維持されるよう、政府保有株式の処分の方法に関す
る事項その他の事項について随時検討を行い、その結果に基
づき、必要な措置を講ずるものとする。

（政府の出資）
第二条の二　政府は、平成二十四年三月三十一日までの間、必
要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内におい
て、会社に出資することができる。

（国債の交付）
第二条の三　政府は、平成二十四年三月三十一日までの間、株
式会社日本政策金融公庫法（平成十九年法律第五十七号）第
二条第五号に規定する危機対応業務（以下「危機対応業務」
という。）を行う上で会社の財務内容の健全性を確保するた
め必要となる資本の確保に用いるため、国債を発行すること
ができる。

２　政府は、前項の規定により、予算で定める金額の範囲内に
おいて、国債を発行し、これを会社に交付するものとする。

３　第一項の規定により発行する国債は、無利子とする。
４　第一項の規定により発行する国債については、譲渡、担保
権の設定その他の処分をすることができない。

５　前三項に定めるもののほか、第一項の規定により発行する
国債に関し必要な事項は、財務省令で定める。

（国債の償還等）
第二条の四　会社は、その行う危機対応業務（平成二十四年三
月三十一日までに行うものに限る。）に係る資産の増加に応
じて必要となる資本の額として財務省令で定めるところによ
り計算した金額を限り、前条第二項の規定により交付された
国債の償還の請求をすることができる。

２　政府は、前条第二項の規定により交付した国債の全部又は
一部につき会社から償還の請求を受けたときは、速やかに、
その償還をしなければならない。

３　前項の規定による償還があった場合には、会社の資本金の
額は、当該償還の直前の資本金の額と当該償還の額の合計額
とする。

４　 前項の規定の適用がある場合における会社法第
四百四十五条第一項の規定の適用については、同項中「場合」
とあるのは、「場合及び株式会社日本政策投資銀行法（平成
十九年法律第八十五号）附則第二条の四第三項の規定の適
用がある場合」とする。

５　前各項に定めるもののほか、前条第二項の規定により政
府が交付した国債の償還に関し必要な事項は、財務省令で
定める。

（国債の返還等）
第二条の五　会社は、平成二十四年七月一日において、附則
第二条の三第二項の規定により交付された国債のうち償還
されていないものがあるときは、その償還されていない国債
を政府に返還しなければならない。

２　政府は、前項の規定により国債が返還された場合には、直
ちに、これを消却しなければならない。

３　前二項に定めるもののほか、附則第二条の三第二項の規定
により政府が交付した国債の返還及び消却に関し必要な事
項は、財務省令で定める。

（登録免許税の課税の特例）
第二条の六　附則第二条の二の規定による出資があった場合
又は附則第二条の四第二項の規定による償還があった場合
において会社が受ける資本金の額の増加の登記については、
財務省令で定めるところにより登記を受けるものに限り、登
録免許税を課さない。

（会社が危機対応業務を行う責務）
第二条の七　会社は、その目的を達成するため、当分の間、株
式会社日本政策金融公庫法第二条第四号に規定する被害に
対処するための資金を必要とする者に対し円滑に資金が供給
されるよう、附則第二条の十、第二条の十一、第二条の
二十二及び第二条の二十四から第二条の三十までに定める
ところにより、危機対応業務を行う責務を有する。

（危機対応業務に係る株式の政府保有）
第二条の八　政府は、当分の間、会社による危機対応業務の適
確な実施を確保する観点から、会社の発行済株式（株主総会
において決議をすることができる事項の全部につき議決権を
行使することができない株式を除く。附則第二条の十三に
おいて同じ。）の総数の三分の一を超える株式を保有していな
ければならない。

（危機対応業務に係る政府の出資）
第二条の九　政府は、当分の間、会社による危機対応業務の適
確な実施のために必要があると認めるときは、予算で定める
金額の範囲内において、会社に出資することができる。

（危機対応業務の実施）
第二条の十　会社は、本店その他の財務大臣が指定する営業
所（次項及び附則第二条の三十一第一項第一号において「指
定営業所」という。）において危機対応業務を行うものとする。

２　会社は、財務省令で定めるところにより、天災その他のや
むを得ない理由により指定営業所において臨時に危機対応
業務の全部又は一部を休止する場合を除き、指定営業所にお
いて危機対応業務を休止し、又は廃止してはならない。

（危機対応業務に係る事業計画の特則等）
第二条の十一　会社は、財務省令で定めるところにより、第
十七条の事業計画に危機対応業務の実施方針を記載しなけ
ればならない。

２　会社は、財務省令で定めるところにより、第二十一条の事
業報告書に前項の実施方針に基づく危機対応業務の実施状
況を記載しなければならない。
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３　会社の定款には、会社法第二十七条各号に掲げる事項の
ほか、危機対応業務の適確な実施に関する事項を記載し、又
は記録しなければならない。

（特定投資業務）
第二条の十二　会社は、その目的を達成するため、この条並び
に附則第二条の十五から第二条の二十まで及び第二条の
二十三から第二条の三十までに定めるところにより、特定投
資業務を行うものとする。

２　この条から附則第二条の二十まで並びに附則第二条の
二十三、第二条の二十五、第二条の二十七及び第二条の
三十一において「特定投資業務」とは、特定事業活動に対す
る投資業務のうち、地域経済の自立的発展に資する地域の特
性を生かした事業活動の活性化又は我が国の経済社会の活
力の向上及び持続的発展に資する我が国の企業の競争力の
強化並びに特定事業活動に対する金融機関その他の者によ
る資金供給の促進に特に寄与すると認められるものであっ
て、附則第二条の十七第一項の認可を受けた日から平成
三十三年三月三十一日までに当該投資業務による資金供給
の対象となる事業者及び当該資金供給の内容を決定するも
の並びにこれに附帯する業務（同年四月一日以後に行うもの
を含む。）をいう。

３　前項の「特定事業活動」とは、次に掲げる事業活動をいう。
 一 　我が国の事業者が、その有する十分に活用されていない

経営資源を有効に活用し、新たな事業の開拓を行うこと又
はその行う事業の分野と事業の分野を異にする事業者と有
機的に連携し、経営資源を有効に組み合わせることを主と
する経営の革新を行うことにより、その生産性又は収益性
を向上させることを目指して行う事業活動

 二　前号に掲げる事業活動に対し資金供給を行う事業活動
４　第二項の「投資業務」とは、次に掲げる資金供給の業務を
いう。

 一 　劣後特約付金銭消費貸借（元利金の支払について劣後
的内容を有する特約が付された金銭の消費貸借であって、
財務省令で定めるものをいう。）による資金の貸付けを行
うこと。

 二　資金の出資を行うこと。
 三 　劣後特約付社債（元利金の支払について劣後的内容を

有する特約が付された社債であって、財務省令で定めるも
のをいう。）の取得を行うこと。

 四 　前三号に掲げるもののほか、あらかじめ財務大臣の承認
を受けた手法を用いて資金供給を行うこと。

（特定投資業務に係る株式の政府保有）
第二条の十三　政府は、会社が特定投資業務を完了するまで
の間、会社による特定投資業務の適確な実施を確保する観点
から、会社の発行済株式の総数の二分の一以上に当たる株式
を保有していなければならない。

（特定投資業務に係る政府の出資等）
第二条の十四　政府は、平成三十三年三月三十一日までの間、
会社による特定投資業務の適確な実施のために必要がある
と認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、会社
に出資することができる。

２　会社は、前項の規定による出資により払い込まれた金銭を
特定投資業務のための資金以外の資金に充ててはならない。

（特定投資業務における一般の金融機関が行う金融等の補完又
は奨励）

第二条の十五　会社は、特定投資業務を行うに当たっては、一
般の金融機関が行う金融及び民間の投資を補完し、又は奨励
することを旨とするものとする。

（特定投資指針）
第二条の十六　財務大臣は、会社が特定投資業務を行うに当
たって従うべき指針（次項及び次条第一項において「特定投
資指針」という。）を定め、これを公表するものとする。

２　特定投資指針は、次に掲げる事項について定めるものと
する。

 一 　特定投資業務による資金供給の対象となる事業者及び
当該資金供給の内容を決定するに当たって従うべき基準

 二　特定投資業務に関する財務の適正な管理に関する事項
 三 　会社と他の事業者との間の適正な競争関係の確保に関

する事項
 四 　特定投資業務の実施状況について評価及び監視を行う

ための体制に関する事項
 五 　財務大臣に対する特定投資業務の実施状況の報告に関

する事項
 六 　その他特定投資業務の適確な実施を確保するために必

要な事項

（特定投資業務規程）
第二条の十七　会社は、財務省令で定める特定投資業務の実
施に関する事項について、特定投資指針に即して、特定投資
業務に関する規程（次項において「特定投資業務規程」とい
う。）を定め、財務大臣の認可を受けなければならない。これ
を変更しようとするときも、同様とする。

２　財務大臣は、前項の規定により認可をした特定投資業務
規程が会社による特定投資業務の適確な実施上不適当となっ
たと認めるときは、会社に対し、これを変更すべきことを命
ずることができる。

（特定投資業務に係る事業計画の特則等）
第二条の十八　会社は、財務省令で定めるところにより、特定
投資業務を完了するまでの間、第十七条の事業計画に特定
投資業務の実施方針を記載しなければならない。

２　会社は、財務省令で定めるところにより、特定投資業務を
完了した日を含む事業年度までの各事業年度に係る第
二十一条の事業報告書に前項の実施方針に基づく特定投資
業務の実施状況を記載しなければならない。

３　会社の定款には、特定投資業務を完了するまでの間、会社
法第二十七条各号に掲げる事項のほか、特定投資業務の適確
な実施に関する事項を記載し、又は記録しなければならない。

（特定投資業務等に係る収支の状況）
第二条の十九　会社は、事業年度ごとに、財務省令で定めると
ころにより、特定投資業務を完了した日を含む事業年度まで
の各事業年度に係る次に掲げる業務の区分ごとの収支の状
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況を記載した書類を財務大臣に提出するとともに、これを公
表しなければならない。

 一　特定投資業務
 二　前号に掲げる業務以外の業務

（特定投資業務の完了）
第二条の二十　会社は、経済情勢、特定投資業務による資金供
給の対象となった事業者の事業の状況その他の事情を考慮し
つつ、平成三十八年三月三十一日までに、特定投資業務にお
いて保有する全ての有価証券（金融商品取引法第二条第一項
に規定する有価証券及び同条第二項の規定により有価証券
とみなされる権利をいう。）及び債権の譲渡その他の処分を行
い、特定投資業務を完了するように努めなければならない。

２　会社は、特定投資業務を完了したときは、速やかに、その
旨を財務大臣に届け出なければならない。

３　財務大臣は、前項の規定による届出があったときは、その
旨を公表するものとする。

（適正な競争関係の確保）
第二条の二十一　会社は、当分の間、その業務を行うに当たっ
ては、他の事業者との間の適正な競争関係を阻害することの
ないよう特に配慮しなければならない。

２　会社は、財務省令で定めるところにより、当分の間、第
十七条の事業計画に他の事業者との間の適正な競争関係の
確保に係る方針を記載しなければならない。

３　会社は、財務省令で定めるところにより、当分の間、第
二十一条の事業報告書に前項の方針に基づく業務の実施状
況を記載しなければならない。

（危機対応準備金）
第二条の二十二　会社は、危機対応準備金を設け、附則第二
条の九の規定により政府が出資した金額をもってこれに充て
るものとする。

２　会社は、附則第二条の九の規定による政府の出資があった
ときは、会社法第四百四十五条第二項の規定にかかわらず、
附則第二条の九の規定により出資された額の全額を危機対
応準備金の額として計上するものとする。この場合におい
て、同法第四百四十五条第一項中「この法律」とあるのは、「こ
の法律又は株式会社日本政策投資銀行法（平成十九年法律
第八十五号）」とする。

（特定投資準備金及び特定投資剰余金）
第二条の二十三　会社は、特定投資準備金を設け、附則第二
条の十四第一項の規定により政府が出資した金額、第三項の
規定により資本金又は準備金の額を減少した金額及び第四
項の規定により剰余金の額を減少した金額の合計額に相当
する金額をもってこれに充てるものとする。

２　会社は、附則第二条の十四第一項の規定による政府の出
資があったときは、会社法第四百四十五条第二項の規定に
かかわらず、附則第二条の十四第一項の規定により出資され
た額の全額を特定投資準備金の額として計上するものとす
る。この場合において、同法第四百四十五条第一項中「この
法律」とあるのは、「この法律又は株式会社日本政策投資銀行
法（平成十九年法律第八十五号）」とする。

３　会社は、特定投資業務を適確に実施するために必要がある
と認める場合には、資本金又は準備金の額を減少して、特定
投資準備金の額を増加することができる。この場合における
会社法第四百四十七条から第四百四十九条までの規定の適
用については、同法第四百四十七条第一項第二号中「準備金
とするとき」とあるのは「準備金又は株式会社日本政策投資
銀行法（平成十九年法律第八十五号）附則第二条の二十三第
一項の特定投資準備金（以下この号、次条第一項第二号及び
第四百四十九条第一項において「特定投資準備金」という。）
とするとき」と、「準備金とする額」とあるのは「準備金又は特
定投資準備金とする額」と、同法第四百四十八条第一項第二
号中「資本金」とあるのは「資本金又は特定投資準備金」と、
同法第四百四十九条第一項中「資本金とする」とあるのは「資
本金又は特定投資準備金とする」とする。

４　会社は、特定投資業務を適確に実施するために必要がある
と認める場合には、剰余金の額を減少して、特定投資準備金
の額を増加することができる。この場合においては、次に掲
げる事項を定めなければならない。

 一　減少する剰余金の額
 二　特定投資準備金の額の増加がその効力を生ずる日
５　前項各号に掲げる事項の決定は、株主総会の決議によらな
ければならない。

６　第四項第一号の額は、同項第二号の日における剰余金の
額を超えてはならない。

７　会社は、特定投資剰余金を設け、財務省令で定めるところ
により、毎事業年度の特定投資業務に係る損益計算上生じ
た利益又は損失の金額を計上するものとする。

（受信限度額及び与信限度額の特則）
第二条の二十四　危機対応準備金の額、特定投資準備金の額
又は特定投資剰余金の額が計上されている場合における第
十四条の規定の適用については、当該計上されている額の合
計額を資本金及び準備金の額に算入するものとする。

（剰余金の額等）
第二条の二十五　会社は、剰余金の額の計算上、最終事業年
度（会社法第二条第二十四号に規定する最終事業年度をい
う。次項において同じ。）の末日における危機対応準備金、特
定投資準備金及び特定投資剰余金の額の合計額を、資本金
及び準備金の額の合計額に算入するものとする。

２　会社は、剰余金の額の計算上、第一号から第三号までに掲
げる額の合計額を会社法第四百四十六条第一号から第四号
までに掲げる額の合計額に、第四号から第六号までに掲げる
額の合計額を同条第五号から第七号までに掲げる額の合計
額に、それぞれ算入するものとする。

 一 　最終事業年度の末日後に危機対応準備金の額の減少を
した場合における当該減少額（附則第二条の二十七第四項
第一号の危機対応準備金の額を除く。）

 二 　最終事業年度の末日後に特定投資準備金の額の減少を
した場合における当該減少額（附則第二条の二十七第四項
第一号の特定投資準備金の額のうち国庫に納付した金額
を除く。）

 三 　最終事業年度の末日後に特定投資剰余金の額の減少を
した場合における当該減少額（附則第二条の二十七第四項
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第一号の特定投資剰余金の額のうち国庫に納付した金額
を除く。）

 四 　最終事業年度の末日後に資本金又は準備金の額を減少
して特定投資準備金の額を増加した場合における当該減
少額

 五 　最終事業年度の末日後に剰余金の額を減少して特定投
資準備金の額を増加した場合における当該減少額

 六 　前二号に掲げるもののほか、財務省令で定める各勘定
科目に計上した額の合計額

３　会社は、会社法第四百六十一条第二項に規定する分配可
能額（附則第二条の二十七第六項において「分配可能額」と
いう。）の計算に当たっては、同法第四百四十一条第一項に
規定する臨時計算書類につき同条第四項の承認（同項ただし
書に規定する場合にあっては、同条第三項の承認）を受けた
場合における同条第一項第二号の期間の特定投資業務に係
る利益の額として各勘定科目に計上した額その他の財務省
令で定める各勘定科目に計上した額の合計額を同法第
四百六十一条第二項第一号及び第二号に掲げる額の合計額
から減ずるものとする。

（欠損の塡補を行う場合の危機対応準備金等の額の減少）
第二条の二十六　会社は、資本準備金の額及び利益準備金の
額が零となったときは、危機対応準備金の額、特定投資準備
金の額又は特定投資剰余金の額（特定投資剰余金の額にあっ
ては、当該額が零を超えている場合に限る。）を減少すること
ができる。この場合においては、株主総会の決議によって、
次に掲げる事項を定めなければならない。

 一 　減少する危機対応準備金の額、特定投資準備金の額又
は特定投資剰余金の額

 二 　危機対応準備金の額、特定投資準備金の額又は特定投
資剰余金の額の減少がその効力を生ずる日

２　前項の決議は、財務大臣の認可を受けなければ、その効力
を生じない。

３　第一項第一号の危機対応準備金の額、特定投資準備金の
額又は特定投資剰余金の額は、それぞれ同項第二号の日にお
ける危機対応準備金の額、特定投資準備金の額又は特定投
資剰余金の額を超えてはならない。

４　第一項第一号の危機対応準備金の額、特定投資準備金の
額及び特定投資剰余金の額の合計額は、同項の株主総会の
日における欠損の額として財務省令で定める方法により算定
される額を超えてはならない。

５　特定投資剰余金の額が零以下である場合には、第一項第
一号の特定投資準備金の額は、特定投資準備金の額を減少
することができる額として財務省令で定める方法により算定
される額を超えてはならない。

６　会社は、第一項の規定により危機対応準備金の額、特定投
資準備金の額又は特定投資剰余金の額を減少した後におい
て会社の剰余金の額が零を超えることとなったときは、その
超える部分の額に相当する金額により、この項の規定による
危機対応準備金の額、特定投資準備金の額又は特定投資剰
余金の額の増加額の累計額がそれぞれ当該減少した額の累
計額に達するまで、財務省令で定めるところにより、危機対
応準備金の額、特定投資準備金の額又は特定投資剰余金の
額を増加しなければならない。

（国庫納付金）
第二条の二十七　会社は、危機対応業務の適確な実施のため
に必要な財政基盤が十分に確保されるに至ったと認める場
合には、危機対応準備金の額の全部又は一部に相当する金額
を国庫に納付するものとする。この場合において、会社は、
当該国庫に納付する金額に相当する額により危機対応準備
金を減少するものとする。

２　会社は、特定投資業務の実施状況及び財務状況を勘案し、
特定投資業務を適確に実施するために必要がないと認める
場合には、特定投資準備金の額の全部又は一部を減少するこ
とができる。この場合においては、当該減少額のうち国庫に
帰属すべき額に相当する金額として特定投資準備金の額に
占める附則第二条の十四第一項の規定により政府が出資し
た金額の割合を基礎として財務省令で定めるところにより算
定した額を国庫に納付するものとする。

３　会社は、特定投資剰余金の額が零を超えている場合におい
て、特定投資業務の実施状況及び財務状況を勘案し、特定投
資業務を適確に実施するために必要がないと認めるときは、
特定投資剰余金の額の全部又は一部を減少することができ
る。この場合においては、当該減少額のうち国庫に帰属すべ
き額に相当する金額として特定投資準備金の額に占める附
則第二条の十四第一項の規定により政府が出資した金額の
割合を基礎として財務省令で定めるところにより算定した額
を国庫に納付するものとする。

４　前三項の場合においては、株主総会の決議によって、次に
掲げる事項を定めなければならない。

 一 　減少する危機対応準備金の額、特定投資準備金の額又
は特定投資剰余金の額

 二 　危機対応準備金の額、特定投資準備金の額又は特定投
資剰余金の額の減少がその効力を生ずる日

５　前項の決議は、財務大臣の認可を受けなければ、その効力
を生じない。

６　第一項から第三項までの規定により納付する金額の合計
額は、第四項第二号の日における分配可能額を超えてはなら
ない。

第二条の二十八　会社は、清算をする場合において、その債務
を弁済してなお残余財産があるときは、清算の日における危
機対応準備金の額（附則第二条の二十六第一項の規定によ
り危機対応準備金の額を減少した後において、同条第六項の
規定による危機対応準備金の額の増加額の累計額が当該減
少した額の累計額に満たない場合には、その不足額を加えた
額）並びに同日における特定投資準備金及び特定投資剰余金
の額の合計額（同条第一項の規定により特定投資準備金の額
を減少した後において、同条第六項の規定による特定投資準
備金の額の増加額の累計額が当該減少した額の累計額に満
たない場合又は同条第一項の規定により特定投資剰余金の
額を減少した後において、同条第六項の規定による特定投資
剰余金の額の増加額の累計額が当該減少した額の累計額に
満たない場合には、それぞれの不足額を加えた額）のうち国
庫に帰属すべき額に相当する額として特定投資準備金の額
に占める附則第二条の十四第一項の規定により政府が出資
した金額の割合を基礎として財務省令で定めるところにより
算定した額の合計額（当該残余財産の額が当該危機対応準
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備金の額及び当該算定した額の合計額を下回っているとき
は、当該残余財産の額）に相当する金額を国庫に納付するも
のとする。

２　前項の規定による納付金の納付は、株主に対する残余財産
の分配に先立って行われるものとする。

３　前条第一項から第三項まで及び第一項の規定による納付
金に関し、納付の手続その他必要な事項は、政令で定める。

（法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律の特例）
第二条の二十九　会社は、法人に対する政府の財政援助の制
限に関する法律第一条の規定にかかわらず、附則第二条の九
の規定による出資又は附則第二条の十四第一項の規定によ
る出資に対する利益又は剰余金の配当又は分配については
前二条に定めるところによるものとする。

（会社法の準用）
第二条の三十　会社法第四百四十九条第六項（第一号に係る
部分に限る。）及び第七項並びに第八百二十八条（第一項第
五号及び第二項第五号に係る部分に限る。）の規定は、附則
第二条の二十六第一項の規定により危機対応準備金の額、
特定投資準備金の額又は特定投資剰余金の額を減少する場
合について準用する。この場合において、同法第四百四十九
条第六項第一号中「資本金」とあるのは「株式会社日本政策
投資銀行法（平成十九年法律第八十五号）附則第二条の
二十六第一項の規定による危機対応準備金（同法附則第二
条の二十二第一項の危機対応準備金をいう。第八百二十八
条第一項第五号において同じ。）の額、特定投資準備金（同法
附則第二条の二十三第一項の特定投資準備金をいう。同号
において同じ。）の額又は特定投資剰余金（同法附則第二条
の二十三第七項の特定投資剰余金をいう。同号において同
じ。）」と、「第四百四十七条第一項第三号」とあるのは「同法
附則第二条の二十六第一項第二号」と、同法第八百二十八
条第一項第五号中「おける資本金」とあるのは「おける株式
会社日本政策投資銀行法附則第二条の二十六第一項の規定
による危機対応準備金の額、特定投資準備金の額又は特定
投資剰余金」と、「資本金の額の減少の」とあるのは「当該危機
対応準備金の額、特定投資準備金の額又は特定投資剰余金
の額の減少の」と、同条第二項第五号中「、破産管財人又は
資本金の額の減少について承認をしなかった債権者」とある
のは「又は破産管財人」と読み替えるものとする。

２　会社法第四百四十九条（第一項ただし書及び第六項第二
号を除く。）及び第八百二十八条（第一項第五号及び第二項
第五号に係る部分に限る。）の規定は、附則第二条の二十七
第一項の規定により危機対応準備金の額を減少する場合に
ついて準用する。この場合において、同法第四百四十九条第
一項本文中「資本金又は準備金（以下この条において「資本
金等」という。）」とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法（平
成十九年法律第八十五号）附則第二条の二十七第一項の規
定により危機対応準備金（同法附則第二条の二十二第一項
の危機対応準備金をいう。以下この条並びに第八百二十八
条第一項第五号及び第二項第五号において同じ。）」と、「場合
（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）」
とあるのは「場合」と、「資本金等の」とあるのは「危機対応準
備金の」と、同条第二項第一号中「資本金等」とあるのは「危

機対応準備金」と、同項第二号中「法務省令」とあるのは「財
務省令」と、同条第四項及び第五項ただし書中「資本金等」と
あるのは「危機対応準備金」と、同条第六項第一号中「資本金」
とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法附則第二条の
二十七第一項の規定による危機対応準備金」と、「第
四百四十七条第一項第三号」とあるのは「同条第四項第二号」
と、同法第八百二十八条第一項第五号中「おける資本金」と
あるのは「おける株式会社日本政策投資銀行法附則第二条
の二十七第一項の規定による危機対応準備金」と、「資本金の
額の減少の」とあるのは「当該危機対応準備金の額の減少の」
と、同条第二項第五号中「資本金」とあるのは「株式会社日
本政策投資銀行法附則第二条の二十七第一項の規定による
危機対応準備金」と読み替えるものとする。

３　会社法第四百四十九条（第一項ただし書及び第六項第二
号を除く。）及び第八百二十八条（第一項第五号及び第二項
第五号に係る部分に限る。）の規定は、附則第二条の二十七
第二項の規定により特定投資準備金の額を減少する場合に
ついて準用する。この場合において、同法第四百四十九条第
一項本文中「資本金又は準備金（以下この条において「資本
金等」という。）」とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法（平
成十九年法律第八十五号）附則第二条の二十七第二項の規
定により特定投資準備金（同法附則第二条の二十三第一項
の特定投資準備金をいう。以下この条並びに第八百二十八
条第一項第五号及び第二項第五号において同じ。）」と、「場合
（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）」
とあるのは「場合」と、「資本金等の」とあるのは「特定投資準
備金の」と、同条第二項第一号中「資本金等」とあるのは「特
定投資準備金」と、同項第二号中「法務省令」とあるのは「財
務省令」と、同条第四項及び第五項ただし書中「資本金等」と
あるのは「特定投資準備金」と、同条第六項第一号中「資本金」
とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法附則第二条の
二十七第二項の規定による特定投資準備金」と、「第
四百四十七条第一項第三号」とあるのは「同条第四項第二号」
と、同法第八百二十八条第一項第五号中「おける資本金」と
あるのは「おける株式会社日本政策投資銀行法附則第二条
の二十七第二項の規定による特定投資準備金」と、「資本金の
額の減少の」とあるのは「当該特定投資準備金の額の減少の」
と、同条第二項第五号中「資本金」とあるのは「株式会社日
本政策投資銀行法附則第二条の二十七第二項の規定による
特定投資準備金」と読み替えるものとする。

４　会社法第四百四十九条（第一項ただし書及び第六項第二
号を除く。）及び第八百二十八条（第一項第五号及び第二項
第五号に係る部分に限る。）の規定は、附則第二条の二十七
第三項の規定により特定投資剰余金の額を減少する場合に
ついて準用する。この場合において、同法第四百四十九条第
一項本文中「資本金又は準備金（以下この条において「資本
金等」という。）」とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法（平
成十九年法律第八十五号）附則第二条の二十七第三項の規
定により特定投資剰余金（同法附則第二条の二十三第七項
の特定投資剰余金をいう。以下この条並びに第八百二十八
条第一項第五号及び第二項第五号において同じ。）」と、「場合
（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）」
とあるのは「場合」と、「資本金等の」とあるのは「特定投資剰
余金の」と、同条第二項第一号中「資本金等」とあるのは「特
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定投資剰余金」と、同項第二号中「法務省令」とあるのは「財
務省令」と、同条第四項及び第五項ただし書中「資本金等」と
あるのは「特定投資剰余金」と、同条第六項第一号中「資本金」
とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法附則第二条の
二十七第三項の規定による特定投資剰余金」と、「第
四百四十七条第一項第三号」とあるのは「同条第四項第二号」
と、同法第八百二十八条第一項第五号中「おける資本金」と
あるのは「おける株式会社日本政策投資銀行法附則第二条
の二十七第三項の規定による特定投資剰余金」と、「資本金の
額の減少の」とあるのは「当該特定投資剰余金の額の減少の」
と、同条第二項第五号中「資本金」とあるのは「株式会社日
本政策投資銀行法附則第二条の二十七第三項の規定による
特定投資剰余金」と読み替えるものとする。

（罰則）
第二条の三十一　次の各号のいずれかに該当する場合には、そ
の違反行為をした会社の取締役、執行役、会計参与若しくは
その職務を行うべき社員又は監査役は、百万円以下の過料に
処する。

 一 　附則第二条の十第二項の規定に違反して、指定営業所
において危機対応業務を休止し、又は廃止したとき。

 二 　附則第二条の十四第二項の規定に違反して、同条第一
項の規定による出資により払い込まれた金銭を特定投資
業務のための資金以外の資金に充てたとき。

 三 　附則第二条の十七第二項の規定による命令に違反した
とき。

 四 　附則第二条の十九の規定に違反して、同条各号に掲げ
る業務の区分ごとの収支の状況を記載した書類を提出せ
ず、若しくは公表せず、又は虚偽の記載をしたものを提出
し、若しくは公表したとき。

 五 　附則第二条の二十第二項の規定に違反して、特定投資
業務を完了した旨の届出を行わなかったとき。

２　附則第二条の二十四の規定の適用がある場合における第
三十四条第八号の規定の適用については、同号中「限度額」
とあるのは、「附則第二条の二十四の規定により危機対応準
備金、特定投資準備金及び特定投資剰余金の額の合計額を
資本金及び準備金の額に算入して計算した限度額」とする。

３　附則第二条の十一第一項、第二条の十八第一項又は第二
条の二十一第二項の規定の適用がある場合における第
三十四条第十号の規定の適用については、同号中「第十七条」
とあるのは、「第十七条又は附則第二条の十一第一項、第二
条の十八第一項若しくは第二条の二十一第二項」とする。

４　附則第二条の十一第二項、第二条の十八第二項又は第二
条の二十一第三項の規定の適用がある場合における第
三十四条第十三号の規定の適用については、同号中「第
二十一条」とあるのは、「第二十一条又は附則第二条の十一第
二項、第二条の十八第二項若しくは第二条の二十一第三項」
とする。

（この法律の廃止その他の措置）
第三条　政府は、政府保有株式の全部を処分したときは、直ち
にこの法律を廃止するための措置並びに会社の業務及び機
能並びに権利及び義務を会社の有する投融資機能に相応す
る機能の担い手として構築される組織に円滑に承継させるた
めに必要な措置を講ずるものとする。

（準備期間中の業務等の特例）
第四条　会社がその成立の時において業務を円滑に開始する
ため、日本政策投資銀行（以下「政投銀」という。）は、準備期
間（この法律の施行の日から平成二十年九月三十日までの期
間をいう。第五項において同じ。）中、日本政策投資銀行法（附
則第二十六条を除き、以下「政投銀法」という。）第四十二条
第一項及び第二項に定めるもののほか、長期借入金の借入れ
をすることができる。

２　政投銀は、この法律の施行の日の属する事業年度にあって
は同日以後遅滞なく、平成二十年四月一日に始まる事業年
度にあっては同日の前日までに、前項の規定による長期借入
金の借入れについて、借入れの金額及び長期借入金の表示通
貨その他の長期借入金の借入れに係る基本方針を作成し、財
務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようと
するときも、同様とする。

３　政投銀は、第一項の規定による長期借入金の借入れをした
ときは、財務省令で定めるところにより、その旨を遅滞なく
財務大臣に届け出なければならない。

４　第一項の規定による長期借入金については、政投銀法第
四十二条第一項の借入金とみなして、政投銀法第四十四条
の規定を適用する。

５　政投銀が、準備期間中に政投銀法第四十二条第二項の規
定による短期借入金の借入れをした場合には、同条第三項の
規定については、同項中「当該事業年度内」とあるのは、「一
年以内」とする。

６　政投銀が第一項の規定による長期借入金の借入れをする
場合には、政投銀法第十三条第二項第一号中「この法律、こ
の法律に基づく命令」とあるのは「この法律若しくは株式会
社日本政策投資銀行法（平成十九年法律第八十五号）若しく
はこれらの法律に基づく命令」と、政投銀法第四十八条中「こ
の法律及びこれに基づく政令」とあるのは「この法律及び株
式会社日本政策投資銀行法並びにこれらの法律に基づく政
令」と、政投銀法第四十九条、第五十条第一項及び第五十二
条中「この法律」とあるのは「この法律及び株式会社日本政
策投資銀行法」と、政投銀法第五十四条第一号及び第二号
中「この法律」とあるのは「この法律又は株式会社日本政策
投資銀行法」とする。

７　第一項から第四項まで及び前項に規定する「長期借入金」
とは、銀行その他の金融機関からの借入金であって、第五項
の規定により読み替えて適用する政投銀法第四十二条第三
項に規定する短期借入金以外の借入金をいう。

８　政投銀法第二十二条第一項に規定する中期政策方針で
あって平成二十年四月一日を始期とするものについての同
項の規定の適用については、同項中「三年間の」とあるのは、
「平成十七年四月一日を始期とする」とする。

（設立委員）
第五条　財務大臣は、設立委員を命じ、会社の設立に関して発
起人の職務を行わせる。

（定款）
第六条　設立委員は、定款を作成して、財務大臣の認可を受け
なければならない。
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（会社の設立に際して発行する株式）
第七条　会社の設立に際して発行する株式に関する次に掲げ
る事項及び会社が発行することができる株式の総数は、定款
で定めなければならない。

 一 　株式の数（会社を種類株式発行会社として設立しようと
する場合にあっては、その種類及び種類ごとの数）

 二 　株式の払込金額（株式一株と引換えに払い込む金銭又は
給付する金銭以外の財産の額をいう。）

 三　資本金及び資本準備金の額に関する事項
２　会社の設立に際して発行する株式については、会社法第
四百四十五条第二項の規定にかかわらず、附則第九条の規
定により政投銀が会社の設立に際し出資した財産の額の二
分の一を超える額を資本金として計上しないことができる。
この場合において、同法第四百四十五条第一項中「この法律」
とあるのは、「この法律又は株式会社日本政策投資銀行法（平
成十九年法律第八十五号）」とする。

（株式の引受け）
第八条　会社の設立に際して発行する株式の総数は、政投銀
が引き受けるものとし、設立委員は、これを政投銀に割り当
てるものとする。

２　前項の規定により割り当てられた株式による会社の設立に
関する株式引受人としての権利は、政府が行使する。

（出資）
第九条　政投銀は、会社の設立に際し、会社に対し、附則第
十五条第二項の規定により国が承継する資産を除き、その財
産の全部を出資するものとする。

（創立総会）
第十条　会社の設立に係る会社法第六十五条第一項の規定の
適用については、同項中「第五十八条第一項第三号の期日又
は同号の期間の末日のうち最も遅い日以後」とあるのは、「株
式会社日本政策投資銀行法（平成十九年法律第八十五号）附
則第八条第一項の規定による株式の割当後」とする。

（会社の成立）
第十一条　附則第九条の規定により政投銀が行う出資に係る
給付は、附則第二十六条の規定の施行の時に行われるものと
し、会社は、会社法第四十九条の規定にかかわらず、その時
に成立する。

（設立の登記）
第十二条　会社は、会社法第九百十一条第一項の規定にかか
わらず、会社の成立後遅滞なく、その設立の登記をしなけれ
ばならない。

（政府への無償譲渡）
第十三条　政投銀が出資によって取得する会社の株式は、会
社の成立の時に、政府に無償譲渡されるものとする。

（会社法の適用除外）
第十四条　会社法第三十条及び第二編第一章第三節の規定は、
会社の設立については、適用しない。

（政投銀の解散等）
第十五条　政投銀は、会社の成立の時において解散するものと
し、その一切の権利及び義務は、次項の規定により国が承継
する資産を除き、その時において会社が承継する。

２　会社の成立の際現に政投銀が有する権利のうち、会社が将
来にわたり業務を円滑に遂行する上で必要がないと認められ
る資産は、会社の成立の時において国が承継する。

３　前項の規定により国が承継する資産の範囲その他当該資
産の国への承継に関し必要な事項は、政令で定める。

４　政投銀の平成二十年四月一日に始まる事業年度は、政投
銀の解散の日の前日に終わるものとする。

５　政投銀の平成二十年四月一日に始まる事業年度に係る決
算並びに財産目録、貸借対照表及び損益計算書の作成等に
ついては、旧政投銀法第三十八条第一項（監事の意見に係る
部分に限る。）及び第四十条第一項（監事の意見に係る部分に
限る。）に係る部分を除き、会社が従前の例により行うものと
する。この場合において、旧政投銀法第三十八条第一項中「を
四月から九月まで及び十月から翌年三月までの半期ごとに、」
とあるのは「並びに」と、「これらの半期及び事業年度ごとに
作成」とあるのは「作成」と、「当該半期経過後二月以内又は
当該事業年度終了後三月以内に」とあるのは「平成二十年
十二月三十一日までに」と、旧政投銀法第三十九条中「毎事
業年度の決算を翌事業年度の五月三十一日」とあるのは「平
成二十年四月一日に始まる事業年度に係る決算を平成二十
年十一月三十日」と、旧政投銀法第四十条第三項中「翌事業
年度の十一月三十日」とあるのは「平成二十一年十一月三十
日」とする。

６　政投銀の平成二十年四月一日に始まる事業年度に係る旧
政投銀法第四十一条の利益金の処分及び国庫への納付につ
いては、会社が従前の例により行うものとする。この場合に
おいて、同条第三項中「毎事業年度」とあるのは「平成二十年
四月一日に始まる事業年度」と、「翌事業年度の五月三十一
日」とあるのは「平成二十年十一月三十日」とする。

７　第一項の規定により政投銀が解散した場合における解散
の登記については、政令で定める。

（承継される財産の価額）
第十六条　会社が政投銀から承継する資産及び負債（次項にお
いて「承継財産」という。）の価額は、評価委員が評価した価
額とする。

２　評価委員は、前項の規定による評価をしようとするとき
は、会社の成立の日現在における承継財産の時価を基準とす
るものとする。ただし、承継財産の種類、用途その他の事項
を勘案して時価によることが適当でないと認めるときは、承
継財産の時価によらないことができる。

３　前二項に規定するもののほか、評価委員その他評価に関し
必要な事項は、政令で定める。

（権利及び義務の承継に伴う経過措置）
第十七条　附則第十五条第一項の規定により会社が承継する
債務に係る旧銀行債券及び利札については、旧政投銀法第
四十三条第五項及び第六項の規定は、附則第二十六条の規
定の施行後も、なおその効力を有する。

２　附則第十五条第一項の規定により会社が承継する債務に
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係る旧北東債券（旧政投銀法附則第十七条第二号の規定に
よる廃止前の北海道東北開発公庫法（昭和三十一年法律第
九十七号。以下この項において「旧北東公庫法」という。）第
二十七条第一項の規定に基づき発行された北海道東北開発
債券をいう。）及び利札については、旧北東公庫法第二十七
条第三項及び第四項の規定は、附則第二十六条の規定の施
行後も、なおその効力を有する。

３　附則第十五条第一項の規定により会社が承継する旧銀行
債券に係る債務について旧政投銀法第四十五条第一項又は
第三項の規定により政府がした保証契約は、その承継後にお
いても、当該旧銀行債券に係る債務について従前の条件によ
り存続するものとする。

４　附則第十五条第一項の規定により会社が承継する旧政投
銀法附則第十七条第一号の規定による廃止前の日本開発銀
行法（昭和二十六年法律第百八号。以下この項において「旧
開銀法」という。）第三十七条の二第一項又は第二項の規定
に基づき発行された同条第一項に規定する外貨債券等に係
る債務について旧開銀法第三十七条の三第一項又は第二項
の規定により政府がした保証契約は、その承継後において
も、当該外貨債券等に係る債務について従前の条件により存
続するものとする。

５　附則第十五条第一項の規定により会社が承継する旧銀行
債券に係る債務について国際復興開発銀行等からの外資の
受入に関する特別措置に関する法律（昭和二十八年法律第
五十一号）第二条第二項又は第三項の規定により政府がした
保証契約は、その承継後においても、当該旧銀行債券に係る
債務について従前の条件により存続するものとし、当該保証
契約に係る旧銀行債券の利子及び償還差益に係る租税その
他の公課については、なお従前の例による。

（主務大臣）
第十八条　附則第十五条第一項の規定により会社が承継する
資産（以下この条において「承継資産」という。）の管理につい
ての第二十六条第二項及び第二十七条第一項における主務
大臣は、第二十九条第一項の規定にかかわらず、次のとおり
とする。

 一 　北海道又は東北地方（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、
山形県、福島県及び新潟県の区域をいう。）における政令で
定める承継資産の管理については、財務大臣及び国土交通
大臣

 二 　前号に規定する承継資産以外の承継資産の管理につい
ては、財務大臣

（事業年度に関する経過措置）
第十九条　会社の最初の事業年度は、第十一条の規定にかか
わらず、その成立の日に始まり、平成二十一年三月三十一日
に終わるものとする。

（基本方針等に関する経過措置）
第二十条　会社の最初の事業年度の基本方針、事業計画及び
償還計画については、第十三条第一項、第十七条及び第十八
条中「毎事業年度の開始前に」とあるのは、「会社の成立後遅
滞なく」とする。

２　会社の最初の事業年度の貸借対照表、損益計算書及び事

業報告書については、第二十一条中「事業年度ごとに」とあ
るのは「会社の成立の日の属する事業年度に」と、「当該事業
年度の中間事業年度（当該事業年度の四月一日から九月
三十日までの期間をいう。）に係る貸借対照表、損益計算書
及び事業報告書並びに当該事業年度」とあるのは「当該事業
年度」とする。

３　会社が第九条第一項の承認を受けた場合における前項の
規定の適用については、同項において読み替えて適用する第
二十一条中「財務省令」とあるのは「財務省令・内閣府令」と、
「財務大臣」とあるのは「財務大臣及び内閣総理大臣」とする。

（登録金融機関業務等に関する特例）
第二十一条　会社は、附則第一条第三号に定める日から起算
して三月間（当該期間内に金融商品取引法第三十三条の五
第一項の規定による登録の拒否の処分があったとき、又は次
項の規定により読み替えて適用する同法第五十二条の二第
一項の規定により登録金融機関業務（同法第三十三条の五
第一項第三号に規定する登録金融機関業務をいい、第四条
第一項の規定により読み替えて適用する同法第三十三条の
八第一項の規定に基づき行われる第三条第一項第十六号に
掲げる業務を含む。以下この条において同じ。）の廃止を命ぜ
られたときは、当該処分のあった日又は当該廃止を命ぜられ
た日までの間）は、第四条第一項の規定により読み替えて適
用する同法第三十三条の二の規定にかかわらず、登録金融機
関業務を行うことができる。会社が当該期間中に同条の登
録の申請をした場合において当該申請について登録をする旨
の通知を受ける日又は当該申請について当該期間の経過後
登録をしない旨の通知を受ける日までの間も、同様とする。

２　前項の規定により会社が登録金融機関業務を行う場合に
おいては、会社を登録金融機関（金融商品取引法第二条第
十一項に規定する登録金融機関をいう。）とみなして、同法
（第三十三条の六、第三十七条第一項第二号、第三十七条の
三第一項第二号、第五十条の二第二項、第五十二条の二第
一項第二号及び第三項、第五十四条並びに第六十四条第二
項を除く。）の規定を適用する。この場合において、同法第
五十二条の二第一項（第二号を除く。）中「第三十三条の二の
登録を取り消し」とあるのは「登録金融機関業務の廃止を命
じ」と、同法第五十四条の二第一号中「第五十二条第一項又
は第五十二条の二第一項の規定により第二十九条若しくは
第三十三条の二の登録若しくは第三十条第一項の認可を取
り消し」とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法（平成
十九年法律第八十五号）附則第二十一条第二項の規定によ
り読み替えて適用する第五十二条の二第一項の規定により
登録金融機関業務の廃止を命じ」と、同法第五十六条第一項
中「第五十二条第一項、第五十二条の二第一項、第五十三条
第三項若しくは第五十四条の規定により第二十九条若しく
は第三十三条の二の登録を取り消された」とあるのは「株式
会社日本政策投資銀行法附則第二十一条第二項の規定によ
り読み替えて適用する第五十二条の二第一項の規定により
登録金融機関業務の廃止を命ぜられた」と、同法第百九十四
条の三第三号中「第五十二条の二第一項の規定による第
三十三条の二の登録の取消し」とあり、及び同法第百九十四
条の四第一項第五号中「第五十二条の二第一項若しくは第
三項又は第五十四条の規定による第三十三条の二の登録の
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取消し」とあるのは「株式会社日本政策投資銀行法附則第
二十一条第二項の規定により読み替えて適用する第五十二
条の二第一項の規定による登録金融機関業務の廃止の命令」
とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。

３　会社が前項の規定により読み替えて適用する金融商品取
引法第五十二条の二第一項の規定により登録金融機関業務
の廃止を命ぜられた場合における同法第三十三条の五第一
項第一号の規定の適用については、会社を同法第五十二条
の二第一項の規定により同法第三十三条の二の登録を取り
消された者と、当該廃止を命ぜられた日を同項の規定による
同条の登録の取消しの日とみなす。

４　会社は、附則第一条第三号に定める日から起算して一年
間は、金融商品取引法第六十四条第二項の規定にかかわら
ず、同条第一項の規定により登録を受けた者以外の者に外務
員の職務を行わせることができる。その者につき当該期間内
に同項の登録の申請をした場合において、当該申請について
登録をする旨の通知を受ける日又は当該申請について当該
期間の経過後登録をしない旨の通知を受ける日までの間も、
同様とする。

（登録免許税に係る課税の特例）
第二十二条　附則第十二条の規定により会社が受ける設立の
登記及び附則第九条の規定により政投銀が行う出資に係る
財産の給付に伴い会社が受ける登記又は登録については、登
録免許税を課さない。

２　政投銀が附則第四十八条の規定の施行前に締結した契約
に基づき、会社が旧政投銀法第二十条第一項第一号に規定
する業務に係る債権で附則第十五条第一項の規定により政
投銀から承継したものを担保するために受ける先取特権、質
権若しくは抵当権の保存、設定若しくは移転の登記若しくは
登録又は動産の譲渡若しくは債権の譲渡の登記に係る登録
免許税については、附則第四十八条の規定による改正前の登
録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）別表第三の
二十二の項の規定は、なおその効力を有する。

（法人税に係る課税の特例）
第二十三条　政投銀が会社に対し行う附則第九条の規定によ
る出資（以下この条において「特定現物出資」という。）は、法
人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第十二号の十四
に規定する適格現物出資とみなして、同法その他法人税に関
する法令の規定を適用する。

２　前項の規定により法人税法その他法人税に関する法令の
規定の適用を受ける場合の特定現物出資により移転する政
投銀の資産及び負債については、附則第十六条第一項の規
定により評価委員が評価した価額を帳簿価額とみなす。た
だし、貸倒引当金については次項の規定により会社に引き継
ぐものとされる金額を帳簿価額とみなし、退職給付引当金そ
の他の政令で定める引当金の金額についてはこれらの帳簿価
額を零とする。

３　政投銀の特定現物出資の日の前日の属する事業年度（次項
において「最後事業年度」という。）において法人税法第
五十二条の規定を適用することとした場合に同条第一項の
規定により計算される同項に規定する個別貸倒引当金繰入
限度額に達するまでの金額又は同条第二項の規定により計

算される同項に規定する政令で定めるところにより計算した
金額に達するまでの金額は、同条第七項の規定にかかわら
ず、会社に引き継ぐものとする。この場合において、会社が
引継ぎを受けた金額は、会社の特定現物出資の日の属する事
業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入する。

４　会社は、特定現物出資の日から起算して三月以内に政投銀
の最後事業年度の旧政投銀法第三十八条第一項に規定する
財務諸表を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

（地方税に係る課税の特例）
第二十四条　附則第九条の規定により政投銀が行う出資に係
る不動産又は自動車の取得に対しては、不動産取得税又は
自動車取得税を課することができない。

（政令への委任）
第二十五条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、会
社の設立及び政投銀の解散に関し必要な事項その他これら
の規定の施行に関し必要な事項は、政令で定める。

（日本政策投資銀行法の廃止）
第二十六条　日本政策投資銀行法は、廃止する。

（政投銀法の廃止に伴う経過措置）
第二十七条　前条の規定の施行前に旧政投銀法（第十条を除
く。）の規定によりした処分、手続その他の行為は、この法律
の相当規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。

２　旧政投銀法附則第十六条第五項及び第六項の規定は、会
社が民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に
関する法律（平成十一年法律第百十七号）第二条第五項の選
定事業者に対し行う資金の貸付けについては、前条の規定の
施行後も、なおその効力を有する。この場合において、旧政
投銀法附則第十六条第五項中「日本政策投資銀行」とあるの
は「株式会社日本政策投資銀行」と、「第二十条第一項第一号
の規定により同法」とあるのは「同法」と、同条第六項中「日
本政策投資銀行が行う無利子の貸付け（民間都市開発の推
進に関する特別措置法（昭和六十二年法律第六十二号）第三
条に規定する民間都市開発推進機構からの寄託金を財源と
するものを除く。）」とあるのは「株式会社日本政策投資銀行
が行う無利子の貸付け」と、「日本政策投資銀行に対し」とあ
るのは「株式会社日本政策投資銀行に対し」とする。

３　前二項に規定するもののほか、政投銀法の廃止に伴い必要
な経過措置は、政令で定める。

（罰則の適用に関する経過措置）
第二十八条　附則第二十六条の規定の施行前にした行為及び
この法律の規定によりなお従前の例によることとされる事項
に係る同条の規定の施行後にした行為に対する罰則の適用
については、なお従前の例による。

（検討）
第六十六条　政府は、附則第一条第三号に定める日までに、電
気事業会社の日本政策投資銀行からの借入金の担保に関す
る法律、石油の備蓄の確保等に関する法律、石油代替エネル
ギーの開発及び導入の促進に関する法律、民間都市開発の推
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株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律　
（平成二十七年五月二十日法律第二十三号）附則

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。

（危機対応準備金に関する経過措置）
第二条　株式会社日本政策投資銀行（以下「会社」という。）は、
この法律の施行後遅滞なく、次に掲げる額の合計額により資
本金の額を減少し、危機対応準備金（この法律による改正後
の株式会社日本政策投資銀行法（以下「新法」という。）附則
第二条の二十二第一項の危機対応準備金をいう。附則第四
条第二項において同じ。）として計上するものとする。この場
合における新法附則第二条の二十二第一項の規定の適用に
ついては、同項中「金額」とあるのは、「金額及び株式会社日
本政策投資銀行法の一部を改正する法律（平成二十七年法
律第二十三号）附則第二条第一項の規定により資本金の額
を減少した金額」とする。

 一 　この法律による改正前の株式会社日本政策投資銀行法
（以下「旧法」という。）附則第二条の二（東日本大震災に対
処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成
二十三年法律第四十号）第三十六条において読み替えて適
用する場合を含む。）の規定により政府が会社による危機
対応業務（株式会社日本政策金融公庫法（平成十九年法律
第五十七号）第二条第五号に規定する危機対応業務をい
う。附則第四条第一項並びに第九条第一項及び第三項に
おいて同じ。）の円滑な実施のために会社に出資した額の累
計額

 二 　この法律の施行の日（以下「施行日」という。）の前日ま
でに旧法附則第二条の四第二項の規定により政府が償還
をした国債の額の累計額

２　前項の規定による資本金の額の減少についての会社法（平
成十七年法律第八十六号）第四百四十七条の規定の適用に
ついては、同条第一項第二号中「準備金とするとき」とある
のは「準備金又は株式会社日本政策投資銀行法（平成十九年

法律第八十五号）附則第二条の二十二第一項の危機対応準
備金（以下この号において「危機対応準備金」という。）とす
るとき」と、「準備金とする額」とあるのは「準備金又は危機対
応準備金とする額」とする。

（国債の返還に関する経過措置）
第三条　旧法附則第二条の三第二項の規定により交付された
国債の返還については、東日本大震災に対処するための特別
の財政援助及び助成に関する法律第三十六条の規定により
読み替えて適用する新法附則第二条の五第一項の規定にか
かわらず、別に法律で定める。

（国債の償還等に関する経過措置）
第四条　会社は、新法附則第二条の四第一項（東日本大震災
に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第
三十六条において読み替えて適用する場合を含む。）の規定
にかかわらず、当分の間、危機対応業務（施行日が平成
二十七年四月一日後である場合には、同日以後施行日の前
日までに会社が行うものを含む。）に係る資産の増加に応じて
必要となる資本の額として財務省令で定めるところにより計
算した金額を限り、旧法附則第二条の三第二項の規定により
交付された国債の償還を請求することができる。

２　会社は、新法附則第二条の四第三項の規定にかかわらず、
施行日以後に同条第二項の規定により償還された額を危機
対応準備金の額として計上するものとする。この場合におけ
る新法附則第二条の二十二第一項及び第二条の二十九の規
定の適用については、同項中「附則第二条の九」とあるのは
「附則第二条の四第二項の規定により償還を受けた金額及び
附則第二条の九」と、同条中「附則第二条の九」とあるのは「附
則第二条の四第二項の規定による国債の償還による出資、附
則第二条の九」とする。

３　前二項の規定の適用がある場合における新法附則第二条
の四第五項の規定の適用については、同項中「前各項」とあ

進に関する特別措置法、エネルギー等の使用の合理化及び資
源の有効な利用に関する事業活動の促進に関する臨時措置
法、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に
関する法律その他の法律（法律に基づく命令を含む。）の規定
により政投銀の投融資機能が活用されている制度について、
当該制度の利用者の利便にも配慮しつつ、他の事業者との対
等な競争条件を確保するための措置を検討し、その検討の結
果を踏まえ、所要の措置を講ずるものとする。

（会社の長期の事業資金に係る投融資機能の活用）
第六十七条　政府は、会社の長期の事業資金に係る投融資機
能を附則第一条第三号に定める日以後において活用する場
合には、他の事業者との間の適正な競争関係に留意しつつ、
対等な競争条件を確保するための措置その他当該投融資機
能の活用に必要な措置を講ずるものとする。
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るのは、「第二項並びに株式会社日本政策投資銀行法の一部
を改正する法律（平成二十七年法律第二十三号）附則第四条
第一項及び第二項」とする。

（特定投資業務規程等に関する経過措置）
第五条　会社は、この法律の施行後遅滞なく、新法附則第二
条の十七第一項に規定する特定投資業務規程を定め、財務
大臣の認可を受けるものとする。

２　会社は、この法律の施行後遅滞なく、新法第十七条の事業
計画を新法附則第二条の十一第一項、第二条の十八第一項
及び第二条の二十一第二項の規定に適合するように変更し、
財務大臣の認可を受けるものとする。

３　会社は、この法律の施行後遅滞なく、その定款を新法附則
第二条の十一第三項及び第二条の十八第三項の規定に適合
するように変更し、財務大臣の認可を受けるものとする。

（政令への委任）
第六条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法
律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

（簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す
る法律の一部改正）

第七条　簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律（平成十八年法律第四十七号）の一部を次の
ように改正する。

　　第六条第二項中「ついては、」の下に「これらの機関の業務
を承継する機関の目的の達成に与える影響及び」を加え、「平
成二十七年四月一日から起算しておおむね五年後から七年
後を目途として、」を「できる限り早期に」に改める。

（調整規定）
第八条　施行日が株式会社商工組合中央金庫法及び中小企業
信用保険法の一部を改正する法律（平成二十七年法律第
二十九号。次項において「商中法等改正法」という。）の施行
の日以前となる場合には、同日の前日までの間における前条
の規定による改正後の簡素で効率的な政府を実現するため
の行政改革の推進に関する法律第六条第二項の規定の適用
については、同項中「商工組合中央金庫及び」とあるのは「商
工組合中央金庫に対する政府の出資については、市場の動向
を踏まえつつその縮減を図り、平成二十七年四月一日から起
算しておおむね五年後から七年後を目途として、その全部を
処分するものとし、」と、「これらの機関の」とあるのは「その」
とする。

２　施行日が商中法等改正法の施行の日後となる場合には、前
条の規定は、適用しない。

（危機対応業務に関する検討）
第九条　政府は、この法律の施行後適当な時期において、指定
金融機関（株式会社日本政策金融公庫法第十一条第二項に
規定する指定金融機関をいう。）に係る制度の運用の状況、会
社による危機対応業務の実施状況、社会経済情勢の変化等
を勘案し、株式会社日本政策金融公庫法第二条第四号に規
定する被害に対処するための資金を必要とする者に対し円滑
に資金が供給されることを確保する観点から、会社による危

機対応業務の在り方及びこれを踏まえた会社に対する国の関
与の在り方について検討を加え、必要があると認めるとき
は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

２　政府は、前項の検討を行うに当たっては、一般の金融機関
を代表する者その他の関係者の意見を聴かなければならない。

３　政府は、第一項の検討の結果、政府による会社の株式の保
有に関する義務に係る措置その他の会社による危機対応業
務の適確な実施を確保するための措置を継続する必要がない
と認めるときは、速やかに、当該措置を廃止するために必要
な法制上の措置を講ずるものとする。

（特定投資業務に関する検討）
第十条　政府は、この法律の施行後適当な時期において、一般
の金融機関が行う金融及び民間の投資の状況、会社による特
定投資業務（新法附則第二条の十二第二項に規定する特定
投資業務をいう。以下この項において同じ。）の実施状況、社
会経済情勢の変化等を勘案し、我が国経済の持続的な成長
に資する長期資金その他の資金の供給の一層の促進を図る
観点から、会社による特定投資業務の在り方及びこれを踏ま
えた会社に対する国の関与の在り方について検討を加え、必
要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を
講ずるものとする。

２　政府は、前項の検討を行うに当たっては、一般の金融機関
を代表する者その他の関係者の意見を聴かなければならない。

附　則

（国債の返還に関する経過措置）
第三条　旧法附則第二条の三第二項の規定により交付された
国債の返還については、東日本大震災に対処するための特別
の財政援助及び助成に関する法律第三十六条の規定により
読み替えて適用する新法附則第二条の五第一項の規定にか
かわらず、別に法律で定める。

（国債の償還等に関する経過措置）
第四条　会社は、新法附則第二条の四第一項（東日本大震災
に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第
三十六条において読み替えて適用する場合を含む。）の規定
にかかわらず、当分の間、危機対応業務（施行日が平成
二十七年四月一日後である場合には、同日以後施行日の前
日までに会社が行うものを含む。）に係る資産の増加に応じて
必要となる資本の額として財務省令で定めるところにより計
算した金額を限り、旧法附則第二条の三第二項の規定により
交付された国債の償還を請求することができる。

2　会社は、新法附則第二条の四第三項の規定にかかわらず、
施行日以後に同条第二項の規定により償還された額を危機
対応準備金の額として計上するものとする。この場合におけ
る新法附則第二条の二十二第一項及び第二条の二十九の規
定の適用については、同項中「附則第二条の九」とあるのは
「附則第二条の四第二項の規定により償還を受けた金額及び
附則第二条の九」と、同条中「附則第二条の九」とあるのは「附
則第二条の四第二項の規定による国債の償還による出資、附
則第二条の九」とする。

3　第二項の規定の適用がある場合における新法附則第二条の
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四第五項の規定の適用については、同項中「前各項」とある
のは、「第二項並びに株式会社日本政策投資銀行法の一部を
改正する法律（平成二十七年法律第二十三号）附則第四条第
一項及び第二項」とする。

（特定投資業務規程等に関する経過措置）
第五条　会社は、この法律の施行後遅滞なく、新法附則第二
条の十七第一項に規定する特定投資業務規程を定め、財務
大臣の認可を受けるものとする。

2　会社は、この法律の施行後遅滞なく、新法第十七条の事業
計画を新法附則第二条の十一第一項、第二条の十八第一項
及び第二条の二十一第二項の規定に適合するように変更し、
財務大臣の認可を受けるものとする。

3　会社は、この法律の施行後遅滞なく、その定款を新法附則
第二条の十一第三項及び第二条の十八第三項の規定に適合
するように変更し、財務大臣の認可を受けるものとする。

（ 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す
る法律の一部改正）

第七条　簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律（平成十八年法律第四十七号）の一部を次の
ように改正する。

　　第六条第二項中「ついては、」の下に「これらの機関の業務
を承継する機関の目的の達成に与える影響及び」を加え、「平
成二十七年四月一日から起算しておおむね五年後から七年
後を目途として、」を「できる限り早期に」に改める。

（危機対応業務に関する検討）
第九条　政府は、この法律の施行後適当な時期において、指定
金融機関（株式会社日本政策金融公庫法第十一条第二項に

規定する指定金融機関をいう。）に係る制度の運用の状況、会
社による危機対応業務の実施状況、社会経済情勢の変化等
を勘案し、株式会社日本政策金融公庫法第二条第四号に規
定する被害に対処するための資金を必要とする者に対し円滑
に資金が供給されることを確保する観点から、会社による危
機対応業務の在り方及びこれを踏まえた会社に対する国の関
与の在り方について検討を加え、必要があると認めるとき
は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

2　政府は、前項の検討を行うに当たっては、一般の金融機関を
代表する者その他の関係者の意見を聴かなければならない。

3　政府は、第一項の検討の結果、政府による会社の株式の保
有に関する義務に係る措置その他の会社による危機対応業
務の適確な実施を確保するための措置を継続する必要がない
と認めるときは、速やかに、当該措置を廃止するために必要
な法制上の措置を講ずるものとする。

（特定投資業務に関する検討）
第十条　政府は、この法律の施行後適当な時期において、一般
の金融機関が行う金融及び民間の投資の状況、会社による特
定投資業務（新法附則第二条の十二第二項に規定する特定
投資業務をいう。以下この項において同じ。）の実施状況、社
会経済情勢の変化等を勘案し、我が国経済の持続的な成長
に資する長期資金その他の資金の供給の一層の促進を図る
観点から、会社による特定投資業務の在り方及びこれを踏ま
えた会社に対する国の関与の在り方について検討を加え、必
要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を
講ずるものとする。

2　政府は、前項の検討を行うに当たっては、一般の金融機関を
代表する者その他の関係者の意見を聴かなければならない。
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　政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。

一　今般の法改正の趣旨を踏まえ、株式会社日本政策投資銀
行による危機対応業務の適確な実施、地域活性化及び我が国
企業の競争力強化等に資する成長資金供給について、それぞ
れ万全を期すこと。その際は、民間金融機関との協調に配意
し、いたずらに民業圧迫批判を招かないよう留意すること。

一　我が国企業の国際競争力の強化の重要性に鑑み、日本政
策投資銀行及び株式会社国際協力銀行において、競争力の
ある人材の育成や確保を始めとする体制整備が図られるよ
う、適切な措置を講ずること。

一　特定投資業務の実施に当たっては、地域の企業の発展等
を通じた地域活性化に積極的に貢献するとともに、民間の成

　政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。

一　政府は、株式会社日本政策投資銀行に対する国の関与の
在り方について検討を加えるに際しては、業務運営の公共性

長資金供給を促すよう、適切な運用に努めること。その際、
同業務は民間による資金供給が充足するまでの過渡的な対
応であり、その固定化を防ぐ適切な措置を講ずること。

一　日本政策投資銀行の株式の処分方法等の検討に当たって
は、その業務運営・資産状況等を踏まえ、公共性の確保、日
本政策投資銀行の目的遂行のために必要な株主構成の中立
性・安定性の確保等に留意して検討を行い、長期的企業価
値が毀損されることのないよう適切な措置を講ずること。

一　日本政策投資銀行の完全民営化に向け民間金融機関によ
る危機対応業務への参入を促すため、これまでの危機対応業
務に基づく貸付債権の状況等の開示を促すこと。

　　右決議する。

及び危機対応業務の重要性に鑑み、日本政策投資銀行等に
よる危機対応の適確な実施を確保する観点からも検討を行
うこと。また、日本政策投資銀行の長期的企業価値を高め
ていく観点から、人材育成など適切な措置を講ずること。

参議院財政金融委員会
平成二十七年五月十二日

衆議院財務金融委員会
平成二十七年四月十日




